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１．自己点検・評価の基礎資料 

１－１ 学校法人及び短期大学の沿革 
 学校法人山梨学院の沿革の概要 山梨学院短期大学の沿革の概要 
昭和 21 年 
（1946 年） 

・私立学校山梨学院設置認可 
・山梨実践女子高等学院として甲府市桜町に創立 
・山梨女子高等学院へ名称変更 

 

昭和 23 年 
（1948 年） 

・山梨女子高等学院家政科栄養士養成施設認可指定 
・山梨高等学院と名称変更（男女共学化） 
・甲府市酒折町（現所在地）に全学移転 
・財団法人山梨学院認可 

 

昭和 25 年 
（1950 年） 

・山梨学院附属幼稚園設置認可  

昭和 26 年 
（1951 年） 

・学校法人山梨学院へ組織変更認可 ・栄養科設置認可（栄養士養成施設として認可再指定）（栄養科は後に食物栄養科へ名称変更） 

昭和 28 年 
（1953 年） 

・山梨学院短期大学法経科（併設大学の前身）設置認可  

昭和 29 年 
（1954 年） 

 ・栄養科教職課程（中学校教諭二級普通免許状・家庭）認定 

昭和 31 年 
（1956 年） 

・山梨学院短期大学附属高等学校普通科設置認可  

昭和 34 年 
（1959 年） 

 ・保育科保母養成施設認可指定 

昭和 37 年 
（1962 年） 

・山梨学院大学（法学部法学科）設置認可 
・山梨学院短期大学附属高等学校を山梨学院大学附属高等学校へ名称変更 
・山梨学院附属幼稚園を山梨学院大学附属幼稚園へ名称変更 

 

昭和 40 年 
（1965 年） 

・山梨学院大学商学部（商学科）設置認可（商学部商学科増設）  

昭和 42 年 
（1967 年） 

 ・保育科設置認可（保母養成施設として再指定） 
・保育科教職課程（幼稚園教諭二級普通免許状）認定 

昭和 50 年 
（1975 年） 

・山梨学院大学附属高等学校英語科設置認可  

昭和 55 年 
（1980 年） 

 ・食物栄養科・保育科入学定員変更認可 

昭和 61 年 
（1986 年） 

 ・保育科保育専攻設置認可（修業年限１年） 

昭和 62 年 
（1987 年） 

・山梨学院大学商学部経営情報学科設置認可  

平成 ２年 
（1990 年） 

・山梨学院大学法学部行政学科設置認可（平成３（1991）年度開設） ・経営学科設置認可（平成３（1991）年度開設） 

平成 ５年 
（1993 年） 

・山梨学院大学経営情報学部経営情報学科設置認可（平成６（1994）年度開設）  

平成 ６年 
（1994 年） 

・山梨学院大学商学部経営情報学科学生募集停止  

平成 ７年 
（1995 年） 

・山梨学院大学大学院公共政策研究科公共政策専攻（修士課程）設置認可（平成７（1995）年度開設）  

平成 ８年 
（1996 年） 

・山梨学院大学附属中学校設置認可  

平成 ９年 
（1997 年） 

・山梨学院大学商学部経営情報学科廃止  

平成 12 年 
（2000 年） 

・山梨学院大学大学院公共政策研究科公共政策専攻（修士課程）を社会科学研究科公共政策専攻公共政策専攻（修士課程）へ名称変更届出（平成 13（2001）年度開設）  

平成 13 年 
（2001 年） 

・山梨学院大学法学部行政学科を法学部政治行政学科へ名称変更届出（平成 14（2002）年度開設）  

平成 14 年 
（2002 年） 

 ・専攻科食物栄養専攻・専攻科保育専攻設置認可（大学評価・学位授与機構認定、修業年限２年） 
・専攻科保育専攻教職課程（幼稚園教諭一種免許状）認定 
・保育科保育専攻（修業年限１年）廃止 

平成 15 年 
（2003 年） 

・山梨学院大学大学院法務研究科法務専攻（専門職学位課程：法科大学院）設置認可（平成 16（2004）年度開設） 
・山梨学院大学附属小学校設置認可（平成 16（2004）年度開設） 

・『特色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）』に採択 
・専攻科食物栄養専攻教職課程（中学校教諭一種免許状・家庭）認定 
・専攻科保育専攻教職課程（小学校教諭一種免許状）認定 
・保育科教職課程（小学校教諭二種免許状）認定 

平成 16 年 
（2004 年） 

 ・食物栄養科・保育科入学定員変更認可 

平成 17 年 
（2005 年） 

 ・『現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）』に採択 
・食物栄養科教職課程（栄養教諭二種免許状）認定 

平成 18 年 
（2006 年） 

・山梨学院大学商学部商学科を現代ビジネス学部現代ビジネス学科へ名称変更届出（平成 19（2007）年度開設）  

平成 19 年 
（2007 年） 

 ・経営学科学生募集停止 
・『現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）』に採択 
・『新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム（学生支援 GP）』に採択 
・『社会人の学び直しニーズに対応した学生支援プログラム』に採択（共同） 

平成 20 年 
（2008 年） 

・山梨学院大学健康栄養学部管理栄養学科設置認可（平成 21（2009）年度開設） ・『質の高い大学教育推進プログラム（教育 GP）』に採択 

平成 21 年 
（2009 年） 

 ・食物栄養科入学定員変更届出（平成 22（2010）年度開設） 

平成 22 年 
（2010 年） 

 ・専攻科食物栄養専攻学生募集停止 
・食物栄養科製菓衛生師養成課程認可指定 

平成 26 年 
（2014 年） 

・山梨学院大学国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科設置認可（平成 27（2015）年度開設）  

平成 27 年 
（2015 年） 

・山梨学院大学スポーツ科学部スポーツ科学科設置認可（平成 28（2016）年度開設）  

平成 28 年 
（2016 年） 

・山梨学院大学経営情報学部経営情報学科学生募集停止 
・山梨学院大学大学院法務研究科法務専攻（専門職学位課程：法科大学院）学生募集停止 
・山梨学院大学附属中学校・高等学校を山梨学院中学校・高等学校へ名称変更 
・山梨学院大学附属小学校を山梨学院小学校へ名称変更 
・山梨学院大学附属幼稚園を山梨学院幼稚園へ名称変更 

・『大学教育再生加速プログラム（卒業時における質保証の取組の強化）』に採択 

平成 29 年 
（2017 年） 

 ・食物栄養科フードクリエイトコースをパティシエコースに名称変更 
・食物栄養科・専攻科保育専攻入学定員変更届出（平成 30（2018）年度開設） 

平成 30 年 
（2018 年） 

・山梨学院大学現代ビジネス学部現代ビジネス学科を経営学部経営学科へ名称変更届出（平成 31（2019）年度開設） 
・山梨学院大学大学院法務研究科法務専攻（専門職学位課程：法科大学院）廃止 

 

平成 31 年 
（2019 年） 

・山梨学院大学経営情報学部経営情報学科廃止  
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１－２ 学校法人の概要 

■学校法人が設置するすべての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及び在籍者数 

（評価実施年度平成 30 年度の 5 月 1 日現在） 

 

【山梨学院大学 大学院】 

所在地：山梨県甲府市二丁目４番５号 

研究科 専攻 入学定員 収容定員 在籍者数 
社会科学研究科 公共政策専攻 20 40 23 

 

【山梨学院大学】 

所在地：山梨県甲府市酒折二丁目４番５号 

学部 学科 入学定員 収容定員 在籍者数 

法学部 
法学科 200 820 985 

政治行政学科 170 680 698 
現代ビジネス学部 現代ビジネス学科 200 800 931 
経営情報学部 経営情報学科 募集停止 150 143 
健康栄養学部 管理栄養学科 40 180 182 

国際リベラルアーツ学部 国際リベラルアーツ学科 80 320 129 
スポーツ科学部 スポーツ科学科 170 510 587 

 

【山梨学院短期大学】 

所在地：山梨県甲府市酒折二丁目４番５号 

学科 専攻 入学定員 収容定員 在籍者数 
食物栄養科  100 210 161 
保育科  150 300 321 
専攻科 保育専攻 25 40 40 

 

【山梨学院高等学校】 

所在地：山梨県甲府市酒折三丁目３番１号 

入学定員 収容定員 在籍者数 
360 1080 1025 

 

【山梨学院中学校】 

所在地：山梨県甲府市酒折三丁目３番１号 

入学定員 収容定員 在籍者数 
111 333 243 

 

【山梨学院小学校】 

所在地：山梨県甲府市酒折一丁目１１番１号 

入学定員 収容定員 在籍者数 
66 396 423 

 

【山梨学院幼稚園】 

所在地：山梨県甲府市酒折二丁目８番１号 

収容定員 在籍者数 
400 213 
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１－３ 学校法人・短期大学の組織図 

 

１－３－１ 専任教員数、非常勤教員数、専任事務職員数、非常勤事務職員数 

（評価実施年度 5 月 1 日現在） 

短期大学教員 短期大学職員 

専任教員 非常勤教員 専任職員 非常勤職員 

36 37 6 3 

 

 

１－３－２ 組織図 

【短期大学組織図】 
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１－４ 立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ 

 

１－４－１ 立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢） 

山梨県の人口（過去 10 年の推移） 

年度 人口 

平成 17 年(平成 17 年 10 月 1 日) 884,515 人 

平成 18 年(平成 18 年 10 月 1 日) 881,071 人 

平成 19 年(平成 19 年 10 月 1 日) 877,835 人 

平成 20 年(平成 20 年 10 月 1 日) 872,724 人 

平成 21 年(平成 21 年 10 月 1 日) 869,132 人 

平成 22 年(平成 22 年 10 月 1 日) 863,075 人 

平成 23 年(平成 23 年 10 月 1 日) 857,690 人 

平成 24 年(平成 24 年 10 月 1 日) 851,681 人 

平成 25 年(平成 25 年 10 月 1 日) 845,956 人 

平成 26 年(平成 26 年 10 月 1 日) 840,139 人 

平成 27 年(平成 27 年 10 月 1 日) 834,930 人 

平成 28 年(平成 28 年 10 月 1 日) 829,884 人 

平成 29 年(平成 29 年 10 月 1 日) 823,580 人 

平成 30 年(平成 30 年 10 月 1 日) 818,391 人 

 

 

１－４－２ 甲府市の人口（過去 10 年の推移） 

年度 人口 

平成 17 年(平成 17 年 1 月 1 日) 189,198 人 

平成 18 年(平成 18 年 1 月 1 日) 188,580 人※1 

平成 19 年(平成 19 年 1 月 1 日) 194,270 人 

平成 20 年(平成 20 年 1 月 1 日) 194,129 人 

平成 21 年(平成 21 年 1 月 1 日) 193,232 人 

平成 22 年(平成 22 年 1 月 1 日) 193,069 人 

平成 23 年(平成 23 年 1 月 1 日) 192,779 人 

平成 24 年(平成 24 年 1 月 1 日) 191,615 人 

平成 25 年(平成 25 年 1 月 1 日) 195,658 人 

平成 26 年(平成 26 年 1 月 1 日) 194,800 人 

平成 27 年(平成 27 年 1 月 1 日) 193,146 人 

平成 28 年(平成 28 年 1 月 1 日) 192,779 人 

平成 29 年(平成 29 年 1 月 1 日) 190,163 人 

平成 30 年(平成 30 年 1 月 1 日) 190,118 人 

※1 平成 18 年 3 月 1 日 中道町・上九一色村北部が合併 
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１－４－３ 学生の入学動向（過去の実績と未来の予測、学生の出身地別人数及び割合） 

 

地域 

平成 30 年度 
(2018)入学者 

平成 29 年度 
(2017)入学者 

平成 28 年度 
(2016)入学者 

平成 27 年度 
(2015)入学者 

平成 26 年度 
(2014)入学者 

人数 
(人) 

割合 
(％) 

人数 
(人) 

割合 
(％) 

人数 
(人) 

割合 
(％) 

人数 
(人) 

割合 
(％) 

人数 
(人) 

割合 
(％) 

山梨県 225 91.8 224 91.8 256 93.1 267 90.8 258 91.5 

長野県 15 6.1 16 6.6 17 6.2 27 9.2 18 6.4 

静岡県 0 0 0 0 1 0.35 0 0.0 4 1.4 

新潟県 1 0.4 0 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

東京都 0 0 0 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

その他 4 1.6 4 1.6 1 0.35 0 0.0 2 0.7 
           

計 245  244  275  294  282  

 

１－４－４ 地域社会のニーズ 

 本学の位置する山梨県甲府市は、県のほぼ中央部にあり、県庁所在地として地方行政、地域経

済等の核となっている地方都市である。 

食物栄養科（定員 100 名）、保育科（定員 150 名）からなる本学は、栄養士、製菓衛生師、保育

士、幼稚園教諭、小学校教諭などの専門職養成を通じて、積極的に地域に貢献している。県内最

大の栄養士および保育者養成校である本学は、その約９割が山梨県出身である。専門職に就く卒

業生の割合について、平成 30 年度では、食物栄養科 68％、保育科 94％となっており、山梨県内

外の食と健康、教育と福祉を支える人材を輩出する養成校として、地域のニーズに応えている。 

また、本学では、山梨県からの協力要請を受けて、全学生が食育推進ボランティア活動に参加

（平成 19 年度文部科学省「現代 GP」採択事業）しており、山梨県策定の「やまなし食育推進計

画」に基づく食育の積極的な推進を図るための一翼も担っている。 

本学教員においては、県、企業、各種団体等と密接に連携し、専門知識や研究成果を地域に積

極的に還元している。 

 専門職に求められる知識、技術の高度化、地域ニーズの多様化等に対応するために、今後も更

なる改革、改善を実施していきたい。 

 

１－４－５ 地域社会の産業の状況 

 山梨県は、富士山や南アルプスなど日本を代表する山々に囲まれ、恵まれた自然環境と内陸性

気候をいかした特徴的な産業が発達してきた。甲府盆地周辺では葡萄や桃、サクランボなどの果

樹栽培が盛んに行われ、特にワインの醸造については、国内トップシェアを誇っており、近年で

はヨーロッパや中国等への輸出にも力を入れている。また、本県は鉱脈に恵まれ、古くから金や

石英（水晶）の採掘地であったことから、地場産業として研磨宝飾を中心とした宝石加工産業が

発達している。 

 観光面においては、四方を山地に囲まれ水量・水質が良好であることや、中央自動車道開通後、

都心からのアクセスも良くなったことから、近年第三次産業が大きく発展した。富士山、富士五
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湖、八ヶ岳山麓、南アルプスなどの自然豊かな環境資源をベースに、毎年多くの観光客が訪れて

いる。富士山が世界文化遺産に登録されたことにより、これを中心とした観光資源の再評価が期

待される。 

 また、甲府盆地周辺および富士山麓地域を中心に工業団地が点在しており、半導体、光デバイ

ス、工業用ロボットなどの精密機器の生産が行われている。 

 近年、地球温暖化対策として代替エネルギーの活用が叫ばれる中で、本県は、国内トップクラ

スの豊富な日照時間を活用し、県内各地で大規模太陽光発電施設が建設（計画）されており、新

エネルギー、環境先進県として新たな展開を始めている。 

 

１－４－６ 短期大学所在の地区町村の全体図 
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１－５ 課題等に対する向上・充実の状況 

 

１－５－１ 平成 25 年度の第三者評価結果で指摘された事項への対応 

改善を要する事項 
（向上・充実のための課題） 

対策 成果 

基準Ⅲ 教育資源と財的資源  

[テーマ Ａ 人的資源] 

○ 科学研究費補助金につい

ては、既に検討されている改

善策に加え、既存の FD 活動

の活用等を含め、獲得に向け

た短・中期の具体的な計画を

策定し、推進されたい。  

･学内における研究助
成活用をさらに奨励
し、研究活動のすそ野
を拡大する。 
･地域諸機関との研究
ネットワーク構築を支
援する仕組みを整え
る。 

・平成 28 年度、29 年度、30 年度
に本学の教員が科研費を獲得し
た。獲得数増加に向けた FD 研修
会も実施した。 
・科研費以外の助成金を獲得した
教員もいる。 
・学内における研究助成を活用す
る教員が増加している。 
・地域諸機関との研究ネットワー
クを構築するため、地域連携研究
センターを平成 27年度に設立し、
同センターを拠点として地域に貢
献する研究活動を展開している。 

 

１－５－２ 上記以外で、改善を図った事項について 

改善を要する事項 対策 成果 

特になし  
 

 

 
 

 

 

 １－５－３ 過去７年間に、文部科学省の設置計画履行状況等調査において留意事項が付され

た短期大学は、留意事項及びその履行状況を記述する。 

 

 特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

8 

１－６ 学生データ 

 

１－６－１ 入学定員、入学者数、入学定員充足率、収容定員、在籍者数、収容定員充足率 

学科等 
の名称 

事項 
平成 30 
年度 

平成 29 
年度 

平成 28 
年度 

平成 27 
年度 

平成 26 
年度 

備考 

食物栄養科 

入学定員 100 110 110 110 110 平成 30 年度より入
学定員を 100 名と
する。 

入学者数 80 85 107 120 110 

入学定員 

充足率(％) 
80 75 97 109 100 

収容定員 210 220 220 220 220 

在籍者数 162 190 223 226 225 

収容定員 

充足率(％) 
80 86 101 103 102 

保育科 

入学定員 150 150 150 150 150  

入学者数 165 159 168 174 172 

入学定員 

充足率(％) 
110 106 112 116 115 

収容定員 300 300 300 300 300 

在籍者数 321 325 342 344 350 

収容定員 

充足率(％) 
107 108 114 115 117 

専攻科 
保育専攻 

入学定員 25 15 15 15 15 平成 30 年度より入
学定員を 25 名とす
る。 

入学者数 21 19 18 18 10 

入学定員 

充足率(％) 
84 127 120 120 67 

収容定員 40 30 30 30 30 

在籍者数 40 37 36 28 24 

収容定員 

充足率(％) 
100 123 120 93 80 

 

１－６－２ 卒業者数 

区分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

食物栄養科（人） 80 103 116 103 112 

保育科（人） 155 166 174 168 177 

専攻科保育専攻（人） 19 18 18 10 14 

合計 254 287 308 281 303 

 

１－６－３ 退学者数 

区分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

食物栄養科（人） 3 5 2 6 9 

保育科（人） 4 3 2 0 2 

専攻科保育専攻（人） 0 0 0 1 0 

合計 7 8 4 7 11 
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１－６－４ 休学者数 

区分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

食物栄養科（人） 1 0 0 0 0 

保育科（人） 0 1 0 0 0 

専攻科保育専攻（人） 0 0 0 0 0 

合計 1 1 0 0 0 

 

１－６－５ 就職者数 

区分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

食物栄養科（人） 74 102 112 90 101 

保育科（人） 134 137 143 143 151 

専攻科保育専攻（人） 18 18 18 10 14 

合計 226 257 273 243 266 

 

１－６－６ 進学者数 

区分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

食物栄養科（人） 5 4 4 4 2 

保育科（人） 20 25 25 17 19 

専攻科保育専攻（人） 0 0 0 0 0 

合計 25 29 29 21 21 
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１－７ 短期大学設置基準を上回っている状況・短期大学の概要 

 大学の設置等に係る提出書類の「基本計画書」（「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き」
を参照）内の量的数値及び質的な事項について記述する（平成 30 年度の５月１日現在）。 

 

１－７－１ 教員組織の概要（人） 

学科等名 

専任教員数 
設置基

準で定

める教

員数 

〔イ〕 

短期大学全

体の入学定

員に応じて

定める専任

教員数 

〔ロ〕 

設置基

準で定

める教

授数 

助 

手 

非 

常 

勤 

教 

員 

備 

考 
教 

授 

准 

教 

授 

講 

師 

助 

教 
計 

食物栄養科 6 3 2 1 12 7  3 3 17  

保育科 10 1 4 0 15 10  3 0 20 
教育学・

保育関係 

（小計） 16 4 6 1 27 17  6 3 37  

[その他の組

織等] 
3 1 2 0 6 

     一般教育

科目等 

短期大学全体の 

入学定員に応じて 

定める専任教員数 

〔ロ〕 

     

 

5 2 

   

（合計） 19 5 8 １ 33 22 8 3 37  

 

１－７－２ 教員以外の職員の概要（人） 

 専任 兼任 計 

事務職員 6 2 8 

技術職員 0 0 0 

図書館・学習資源センター等の専門事務職員 大学と合同 大学と合同  

その他の職員 大学と合同 大学と合同  

計 6 2 8 
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１－７－３ 校地等 

校 
地 
等 

（㎡
） 

区分 専用 共用 
共用する 
他の学校 
等の専用 

計 
基準面積 

[注] 

在学生 
一人当たり 

の面積 

備考 
(共有の状況等) 

校舎敷地   0  84,080   0  84,080 

5,100 
※1 

55.1 
※2 

山梨学院大学 
との共用 

運動場用地   0 120,113   0 120,113 

小計   0 204,193   0 204,193 

その他   0  47,189   0  47,189 

合計   0 251,382   0 251,382 

［注］短期大学設置基準上必要な面積 

※1 校地の基準面積：短期大学設置基準第 30 条：学生定員上の学生一人当たり 10 ㎡として 

算定した面積  食 1 年[100]＋食 2年[110]＋保 1 年[150]＋保 2年[150]＝計 510 

  510×10 ㎡＝5,100 ㎡ 

※2 校地等小計(㎡)÷学部及び短期大学収容学生数(3,970)   204,193 ㎡÷3970＝51.4 ㎡ 

 

１－７－４ 校舎 

区分 
専用 

（㎡） 
共用 
（㎡） 

共用する他
の学校等の
専用（㎡） 

計（㎡） 
基準面積 
（㎡）[注] 

備考（共有
の状況等） 

校舎

（㎡） 
10,867.00 ㎡ 9,838.25 ㎡ 30,813.66 ㎡ 51,518.91 ㎡ 4,900 ㎡ 

山梨学院大学
との共用 

 

１－７－５ 教室等 

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習室 語学学習施設 

7 12 9 2 0 

 

１－７－６ 専任教員研究室 

専任教員研究室 

33 

 

１－７－７ 図書・設備 

学科・専攻課程 

図書 
〔うち外国書〕 

学術雑誌 
〔うち外国書〕（種） 視聴覚 

資料 
（点） 

機械・器具 
（点） 

標本 
（点） 

（冊） 
 電子ジャー

ナル〔うち
外国書〕 

食物栄養科 13,432 (177) 13 (0) 

127 (119)※１ 12,444 (521) ※２             4,739 308 保育科 14,913 (226) 126 (0) 

専攻科保育専攻 0 (0) 0 (0) 

※１ 山梨学院大学との共用 

   JＤreamⅢ、EBSCOhost、ＣiNii 等により、電子ジャーナルを閲覧できる環境が整っている。 

※２ 山梨学院大学との共用。視聴覚資料については、情報プラザ（Seeds）所蔵のものを含む。 
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１－７－８ 図書館・体育館 

図書館 
面積（㎡） 閲覧席数（人） 収納可能冊数（冊） 

3,984.22 ㎡ 494 約 31 万冊 

体育館 
面積（㎡） 体育館以外のスポーツ施設の概要 

4,264 ㎡ なし 

 

 

１－８ 短期大学の情報の公表について 

 

１－８－１ 教育情報の公表について 

事項 公表方法等 

1  
大学の教育研究上の目的に関すること 学生便覧、ウェブサイト、ガイドブッ

ク 

2  教育研究上の基本組織に関すること ウェブサイト（基礎資料） 

3  
教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び

業績に関すること 

ウェブサイト（教員紹介） 

4  

入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員

及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並

びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等

の状況に関すること 

ウェブサイト（入試）、学生便覧、 

ガイドブック 

5  
授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の

計画に関すること 

ウェブサイト（電子シラバス） 

6  
学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に

当たっての基準に関すること 

ウェブサイト（学則）、学生便覧 

7  
校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研

究環境に関すること 

学生便覧、ウェブサイト（基礎資料） 

ガイドブック 

8  
授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関す

ること 

入学試験要項・入学願書 

学生便覧、ウェブサイト 

9  
大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等

に係る支援に関すること 

ウェブサイト、学生便覧 

 

１－８－２ 学校法人の財務情報の公開について 

事項 公開方法等 

財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び監

査報告書 

ウェブサイト（情報公開） 
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１－９ 各学科・専攻課程ごとの学習成果について 

 

１－９－１ 学習成果をどのように規定しているか 

本学では、「建学の精神」「教育理念」「教育目標」を受けて、各科・コースに、以下のような具

体的な「ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）」を定めている。本学ではこ

れを「学習成果」としてとらえている。 

＜食物栄養科 栄養士コース ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）＞ 

1. 教養科目、外国語、学際科目での学習を通じて、日本文化の理解を深め、地球的視点から多面的に

物事を考えることができる（全学共通） 

2. 基礎演習、社会人基礎力育成講座、学生サークル活動等を通じて、豊かな人間性の基礎的資質を獲

得している（全学共通） 

3. 芸術科目、体育等の学習を通じて、豊かな感性と健康な心身の基礎的資質を獲得している（全学共

通） 

4. コンピューターを使って、言語的、数量的な処理ができる（全学共通） 

5. 社会生活と健康との関わりや公衆衛生学に関する基礎的な知識を有している 

6. 人体の構造と機能・食品と衛生に関する基本的な知識と技術を習得している 

7. 食品と衛生に関する基本的な知識と技術を習得している 

8. ライフステージと疾患に対応した栄養管理ができる 

9. 栄養や健康の基本的な指導を行うことができる 

10. 給食の運営、調理に関する基礎的な知識や技術を習得している 

11. 実習及び事前事後の指導を通じて、栄養士業務の実際を体験的に学び、栄養士としての実践力を身

につけている 

12. 食生活や健康の問題について考え、口頭または文章によって論理的に表現することができる 

 

＜食物栄養科 パティシエコース ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）＞ 

1. 教養科目、外国語、学際科目での学習を通じて、日本文化の理解を深め、地球的視点から多面的に

物事を考えることができる（全学共通） 

2. 基礎演習、社会人基礎力育成講座、学生サークル活動等を通じて、豊かな人間性の基礎的資質を獲

得している（全学共通） 

3. 芸術科目、体育等の学習を通じて、豊かな感性と健康な心身の基礎的資質を獲得している（全学共

通） 

4. コンピューターを使って、言語的、数量的な処理ができる（全学共通） 

5. 衛生法規及び公衆衛生学に関する基本的な知識を有している 

6. 食品衛生学に関する基本的な知識と技術を習得している 

7. 食品学及び栄養学に関する基本的な知識を有している 

8. 栄養学に関する基本的な知識を有している 

9. 経済・経営に関する基礎的な知識を有している 

10. 製菓・製パンの理論に関する知識を有している 

11. 製菓・製パンの実習を通して技術を習得し、製菓衛生師としての実践力を身につけている 

12. 食生活や健康の問題について考え、口頭又は文章によって論理的に表現することができる 
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＜保育科 ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）＞ 

1. 教養科目、外国語、学際科目での学習を通じて、日本文化の理解を深め、地球的視点から多面

的に物事を考えることができる（全学共通） 

2. 基礎演習、社会人基礎力育成講座、学生サークル活動等を通じて、豊かな人間性の基礎的資質

を獲得している（全学共通） 

3. 芸術科目、体育等の学習を通じて、豊かな感性と健康な心身の基礎的資質を獲得している（全

学共通） 

4. コンピューターを使って、言語的、数量的な処理ができる（全学共通） 

5. 教育や福祉の理念や意義について理解し、教諭（幼稚園・小学校）や保育士としての社会的使

命と責任を自覚している 

6. 教育や福祉の思想、歴史、制度、および幼児や児童の発達特性を理解する 

7. 幼児や児童の発達の理解に立って、基本的な計画や環境設定ができる 

8. 教育や保育の指導法を理解し、基本的な指導・援助を行うことができる 

9. 教育や福祉の相談や援助の方法についての知識を有している 

10. 教科や基礎技能に関する基本的な知識や技能を習得している 

11. 実習及び事前事後の指導を通じて、現場における指導援助全般を実践的に体得し、現場での適

切な指導援助を行うことができる 

12. 教育や福祉の問題について考え、口頭または文章によって論理的に表現することができる 

 

本学では、この「ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）」で具体的に示さ

れている学習成果を達成するために、これに対応した教育課程を構造的に編成している（本学で

はこれを「カリキュラム・ポリシー（教育課程編成の考え）」と呼んでいる）。したがって、各授業

科目の到達目標（シラバスに明記）は、「ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能

力）」に対応したものとなっている。 

本学では「ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）」の達成状況の指標とし

て、グレード・ポイント・アベレージ（以下 GPA）を用いている。通常 GPA は個人の成績評価

に用いるものであるが、本学では、科・コース、学年ごとの「ディプロマ・ポリシー（卒業までに

身につけさせたい能力）」の達成状況を測定する指標としても用いている。 

また、平成 28 年度、本学は文部科学省大学教育再生加速プログラム「テーマⅤ卒業時における

質保証の取組の強化」に採択された。その取組の中で、GPA によるディプロマ・ポリシーの達成

状況の測定に加えて、専門的知識外部試験・専門的実践力外部試験の点数を指標として用いるこ

ととした。今年度の学習成果については後述する。 

 

１－９－２ どのように学習成果の向上・充実を図っているか 

学習成果（＝ディプロマ・ポリシー）の向上・充実の取組は、様々な手法で行われている。主

なものを以下にあげる。 

・ 「ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能力）」として、学習成果を明確に

定め、GPＡを用いて本学独自に数値化している。この取組により、学生の学習成果の達成状

況が可視化され、学習成果向上のための課題を把握できる。「ディプロマ・ポリシー（卒業

までに身につけさせたい能力）」の達成のために教育課程編成・実施の方針「カリキュラ

ム・ポリシー」を明確に定めている。 
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・ 各種の大学教育改革支援プログラムへの申請・採択を通して教育改善に取り組み、常に、特色

ある教育実践を試みている。平成 28 年度、本学は文部科学省大学教育再生加速プログラム「テ

ーマⅤ卒業時における質保証の取組の強化」に採択され、学生が、卒業時に、専門職として真

に社会に貢献しうる力を身につけることができるよう取組を進めている。 

・ タブレットPCを学生に貸与し、学修支援システム「PROPERTIES e-learning」を用いた

学修支援を行っている。 

・ 学習成果の外部評価（専門的知識外部試験、専門的実践力外部試験）の導入により、学習成

果評価の客観性を高め、結果を共有し教育改善に活かしている。 

・ 学習成果に焦点を当てた評価観点を用いた自己点検・評価を毎年度、全学的に実施してい

る。その一環として「学習成果報告書」を作成している。 

・ 学生代表が参画するFD研修を開催し、授業改善についての意見を聴取する機会を設け、教育

活動の改善に役立てている。 

・ 科内会議では、毎回必ず、「学生の動向と支援」が議題の 1 つに挙げられ、各学生の学習成果

の達成にむけて、個々にどのような支援を行っていくべきか、実態の評価と、改善策の検討が

なされている。その内容は事務職員にも共有されている。 

・ 教員はシラバスに示す、学習成果に対応した到達目標、授業内容を基に授業を進めている。学

習成果の評価、すなわち、成績評価については、正確・公正な評価を目指して FD 研修等も実

施している。また、「学生による授業評価アンケート」等を行い、授業改善に積極的に取り組

んでいる。 

・ シラバスの記載内容については全教員でチェックする機会を設け、適切なシラバスの明示化

を行うとともに、教育内容の共有化を図っている。 

・ 「卒業生・修了生 就職先アンケート」、「卒業生アンケート」、「入学時意識調査」「卒業時満足

度調査」など、各種調査を実施している。これらの結果については教員間で共有され、授業改

善に生かされている。 

・ 学外助言評価委員会を開催し、本学の教育について学外専門家から定期的に意見を聴取して

いる。得られた意見を反映させ、卒業時の質保証への取組や教育課程編成を見直している。 

・ 事務職員も科・コースの学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。学生の単位取得状況、

履修状況、免許資格取得状況などの把握に加えて、教員と連携を図りながら、必要に応じて適

宜、学生の相談に対応している。 

・ 1 年次前期の基礎演習の時間に学内施設の利用方法を説明する機会を設け、図書館やコンピュ

ーター施設などが有効活用されるようにしている。 

・ 実力養成試験や単位化された特別講座を通して専門分野の学習の充実を図っている。加えて、

基礎学力が不足する学生に対して、個別の支援や正課外の講座を実施している。また、学習意

欲がより高い学生に対しては、「山梨学院学生チャレンジ制度」や「山梨学院スチューデンツ

オブザイヤー賞」「４年一貫教育プログラム」を通して、学習の支援を行っている。 

・ 学生相談室ほか学生の生活を支援する体制を整えている。 

 

１－１０ オフキャンパス、遠隔教育、通信教育のその他の教育プログラム 

本学では、オフキャンパス、遠隔教育、通信教育、その他の教育プログラムを実施していない。 
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１－１１ 公的資金の適正管理の状況 

 本学における公的資金（公的研究費：文部科学省等の公的資金配分機関が研究機関に配分する

競争的資金等）の適正管理・不正の防止については、文部科学省「研究機関における公的研究費

の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成 19 年２月 15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2

月 18 日改正）及び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26 年 8

月 26 日文部科学大臣決定）に基づき、「山梨学院短期大学における公的研究費の適正な運営・管

理体制に関する規定」を平成 21 年７月 21 日に制定し平成 22 年４月１日から施行するとともに、

平成 31 年 3 月 28 日付で山梨学院短期大学研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する規程並

びに山梨学院短期大学学術研究倫理に関するガイドラインを制定し平成 31 年４月１日から施行

することとした。これらの規定においては、最高管理責任者（学長）、管理責任者（教務部長）、相

談窓口（事務局）を定めている。また、不正の通報窓口（法人本部総務課）、不正使用に関わる調

査委員会、内部監査等についても定めている。これらの規程は学内ウェブサイト（山梨学院短期

大学ドキュメントサービス）に掲載され、全教職員がいつでも閲覧、ダウンロードできる。 

  

１－１２ その他 

特になし 

 

２．自己点検・評価報告書の概要 

◆建学の精神と教育の効果 

「徳を樹つること」「実践を貴ぶこと」を建学の精神とし、これに基づいた教育理念、教育目標

を確立し、いずれも様々な媒体を通じて学内外へ表明している。また、「ディプロマ・ポリシー（卒

業までに身につけさせたい能力）」を定め、これを学習成果として明示している。「学習成果報告

書」の作成、「卒業生・修了生 就職先アンケート」「卒業生アンケート」の実施等をとおして、教

育の質の保証に努めている。「自己点検・評価委員会」を組織し、定期的かつ効果的な自己点検・

評価活動を行っている。 

 

◆教育課程と学生支援 

 学位授与の方針については、定量的な規準に加え、定性的な規準として「ディプロマ・ポリシ

ー」を定め、学内外で明示している。この「ディプロマ・ポリシー」を達成するために、科・コー

スごとに「カリキュラム・ポリシー（教育課程編成の考え）」を策定し構造的に教育課程を編成し

ている。また、これらに基づいて、「アドミッション・ポリシー（本学が求める入学生像）」を定め

ている。これは、入学前の学習成果として、本学が何を重視し、評価するかを明確に示すものと

なっており、これに則った入学者受入れを行っている。特に「自己表現文試験」は本学の特色あ

る取組である。「ディプロマ・ポリシー」の達成状況については、GPＡを用いて本学独自に数値

化し、「学習成果報告書」としてまとめ、自己点検・評価につなげている。これに加えて、「学生に

よる授業評価アンケート」を参照し、教員は自らの授業改善に取り組んでいる。 

総合図書館に加え、情報プラザが整備され、コンピューター等の環境も充実している。少人数

制のゼミによる学生への学習支援等、全学的にきめ細やかな対応がなされている。「山梨学院学生
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チャレンジ制度」等のユニークな制度も有している。また、教育理念に基づいた地域志向の多彩

な教育課程を編成している。 

 生活支援についても、学生相談室、保健管理室、学生部などが連携しつつ行っている。学生が

主体的に参画する活動として、学友会が組織されている。奨学金制度や、就職支援のための体制

も充実している。また、児童養護施設出身学生への奨学制度である「長期的自立支援制度」を、

本学独自に設けている。 

 

◆教育資源と財的資源 

「カリキュラム・ポリシー」および、短期大学設置基準、資格免許に関わる法令に基づき教員

を組織している。専任教員には、研究室や研究日、研究費が確保され、各自が「カリキュラム・ポ

リシー」に基づいて研究活動を行っている。学習成果向上のための事務組織の整備もなされてい

る。人事管理、校地、校舎、施設設備等の整備・管理も適切に行われている。技術サービス、専門

的な支援、施設、コンピューター環境の向上・充実も図っている。 

本年度は私立大学等改革総合支援事業タイプⅠの選定を受けた。さらに、平成 28 年度に大学改

革推進等補助金（大学教育再生加速プログラム）にも採択された（平成 31 年度まで）。今後も教

育資源・財的資源の充実に努めていきたい。 

法人全体における資金収支および消費収支は、過去３年にわたり均衡し、支出超過の状況につ

いてもその理由を把握している。定員充足率が妥当な水準であり、それに相応しい財務体質を維

持している。本学の将来像は明確になっている。本学の強みと弱みについて客観的な分析を加え

ており、経営実態・財政状況に基づいた経営計画も策定している。 

 

◆リーダーシップとガバナンス 

理事長は、明確なビジョンを示し、理事会は、本法人の業務に関する最終的な意思決定機関と

して機能している。 

学長は、短期大学運営に関する識見を有し、建学の精神に基づいて、教育研究を推進している。

理事・評議員として法人との連携も図りつつ、本学の向上・充実にむけてリーダーシップを発揮

している。 

教授会等の教学運営体制も確立している。特に「拡大教授会兼合同会議」は全教職員が課題を

共有し、一体となって大学運営に取り組むことに有効に機能している。 

監事は寄附行為の規定に基づいて監査を実施している。評議員会は、法人業務に関する重要事

項について理事長に対し意見を述べる諮問機関として機能している。中期計画も策定され、これ

に基づく単年度の事業計画と予算を、関係部署の提案を集約しつつ、決定している。 

  



   

18 

 

３．自己点検・評価の組織と活動 

◆自己点検・評価委員会（担当者、構成員） 

委員長 

副委員長  

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

委員 

山内 淳子（学長） 

遠藤 清香（ＡLO） 

松野 洋人（学長補佐） 

羽畑 祐吾（食物栄養科長） 

野中 弘敏（専攻科保育専攻科長） 

山内 紀幸（教務部長） 

根津 美智子（学生部長） 

中川 裕子（食物栄養科教授） 

深澤 早苗（食物栄養科教授） 

中野 隆司（保育科教授） 

樋川 隆 （保育科教授） 

白鳥 仁  （事務局長） 

広瀬 友美（事務局長補佐） 

 

◆自己点検・評価の組織図 

 自己点検・評価委員会の組織は下に示されるような構図で執行されている。自己点検・評

価委員会は、各科・各委員会・事務局各部門からの評価・改善報告を集約し、全学的な評

価・改善報告を作成する。学長は、拡大教授会兼合同会議において改善が必要な課題の共有

を図り、拡大教授会兼合同会議で改善策を検討し新計画を立案する。各科・各委員会・事務

局各部門は新計画を具体化し実施する。 

 また昨年度より「学外助言評価委員会」を設置した。学修成果や本学の教育課程について、

学外有識者の意見を聴取する機会を設け、自己点検・評価に活かしている。 

 

◆組織が機能していることの記述 

 平成５年度より「山梨学院短期大学自己点検・評価規程」「山梨学院短期大学第三者評価規程」
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を定め、平成 18 年度には、財団法人短期大学基準協会の第三者評価の第１回を、平成 25 年度に

は第２回を受審した。その後も、自己点検・評価委員会が中心となって、自己点検・評価を実施

している。平成 22 年度からは、「自己点検・評価報告書」を本学ウェブサイトで公開している。 

自己点検・評価は以下のような流れで行われている。年度のはじめに、自己点検・評価委員会

が、短期大学基準協会の第三者評価基準や、本学独自の取組等をふまえ、本学としての評価観点

を検討、設定する。評価観点は、学習成果に焦点をあてたものとなっている。年度末には、各科・

各委員会等で実施された自己点検・評価を、自己点検・評価委員会が集約し、本学の「自己点検・

評価報告書」として取りまとめる。報告の内容について「学外助言評価委員会」にて学外有識者

の意見を伺い、さらに自己点検・評価の内容を見直す。最終的な「自己点検・評価報告書」は全専

任教員が参加する拡大教授会で審議され、ここで承認を得た後、翌年度はじめにはウェブサイト

で公開される。 

自己点検・評価の成果は、以下のように活用されている。 

まず、全学的には、各種の自己点検・評価をふまえて、拡大教授会で、次年度の重点推進事項

を策定している。各科、各委員会等においては、前年度の評価と課題を念頭に当該年度の事業の

審議・実施に取り組んでいる。各教員においては、年度末に実施した自己点検・評価をふまえて、

シラバスを改訂し、次年度に臨んでいる。 

 

◆自己点検・評価報告書完成までの活動記録 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

時期 内容 

5 月 自己点検・評価委員会において評価観点を検討、設定する 

6 月～2 月 各科、各委員会等において、年度計画に基づき活動を行う 

2 月～3 月 各科、各委員会等において、実施された事項（Ｄ）について、評価（Ｃ）改善（Ａ）

次年度の計画案作成（Ｐ）を行う 

3 月 各科、各委員会等での審議結果を自己点検・評価委員会に報告する 

学外助言評価委員会で自己点検評価について学外有識者の意見を聴取する 

5 月  自己点検・評価委員会において、「自己点検・評価報告書」（評価票）をまとめ、

学長は拡大教授会兼合同会議で課題の共有を図る 

拡大教授会兼合同会議で改善案を審議し、新計画を立案する。 

「自己点検・評価報告書」を本学ウェブサイトにて公開する 
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４．山梨学院短期大学 自己点検評価票（平成 31 年 3 月現在） 
大
項
目 

中
項
目 

小
項
目 

短期大学基準協会
における観点 

評
価 

評価（C)コメント 改善（A）コメント 
（具体的な内容・
方法・時期） 

根拠となる資料 

Ⅰ
 

建
学
の
精
神
と
教
育
の
効
果 

Ⅰ

ーA 

建
学
の
精
神 

Ⅰ

ーA

ー1 

建
学
の
精
神
の
確
立 

(1)建学の精神は
短期大学の教育理
念・理想を明確に
示している。 

○ ウェブサイト、出版物を通じて明確化し
てある。 

 
ガイドブック、ウェブサイト、学生便
覧、木犀の会パンフレット、ガイダン
ス資料 

(2)建学の精神は
教育基本法及び私
立学校法に基づい
た公共性を有して
いる。 

〇 建学の精神が法令に基づく「公共性」を
有している。 

 

(3)建学の精神を
学内外に表明して
いる。 

○ ガイドブック、ウェブサイト、学生便覧、
木犀の会パンフレット、ガイダンス資料
等で表明されている。 

 

(4)建学の精神を
学内において共有
している。 

○ 新年度のガイダンスで学生とともに確
認している。また、エントランスには、
建学者の像とともに、その精神を伝える
詩に常時触れることができる。 

 

(5)建学の精神を
定期的に確認して
いる。 

○ ガイダンスに加え、毎年、全学生参加の
「木犀の会」でも建学の精神を確認して
いる。 

 

Ⅰ

ーA

ー
２ 

地
域
・
社
会
へ
の
貢
献 

(1)地域・社会に向
けた公開講座、生
涯学習事業、正課
授業の開放(リカ
レント教育を含
む)等を実施して
いる。 

○ 山梨学院生涯学習センターと連携をし
シニア層を対象とする講座、社会的養護
フォーラムを開催した。また、生涯学習
センターが実施する講座への講師派遣
をしている。 

  

(2)地域・社会の地
方公共団体、企業
(等)、教育機関及
び文化団体等と協
定を締結するなど
連携している。 

○ 山梨県（農政部、森林環境部事業）、甲府
市（市民との協働推進事業参加、担当職
員の講義実施）、山梨中央銀行（ドリー
ムケーキ）、（福）山梨県社会福祉協議会
（ボランティアに関する講義とボラン
ティア紹介）、山梨県立農林高等学校・
笛吹高等学校（生産物調理、醸造ワイン
試飲）、（公財）キープ協会（ジャージー
牛乳活用のレシピ開発）等との連携協定
に基づき事業を実施した。 

  

(3)教職員及び学
生がボランティア
活動等を通じて地
域・社会に貢献し
ている。 

○ 地方公共団体、各種団体等からの要請に
基づき各種講座等に教員を派遣してい
る。また、必修科目「社会人基礎力育成
講座Ⅰ」「社会人基礎力育成講座Ⅱ」を
通じ、１年次は２か所以上８時間以上の
地域ボランティア活動を、２年次は１か
所の食育推進ボランティアを含み２か
所以上８時間以上のボランティア活動
を行うものとし、単位化している。 

  

Ⅰ

ーB 

教
育
の
効
果 

Ⅰ

ーB

ー1  

教
育
目
的
・
目
標
の
確
立 

(1)学科・専攻課程
の教育目的・目標
を建学の精神に基
づき確立してい
る。 

○ 建学の精神に基づき、教育理念や教育目
標を明確にしている。教育目的・目標は
具体的であり、学科ごとに学習成果が明
確化されている。 

 
ガイドブック、ウェブサイト、学生便
覧、木犀の会パンフレット、ガイダン
ス資料 

(2)学科・専攻課程
の教育目的・目標
を学内外に表明し
ている。 

○ ガイドブック、ウェブサイト等で表明し
ている。 

 

(3)学科・専攻課程
の教育目的・目標
に基づく人材養成
が地域・社会の要
請に応えているか
定期的に点検して
いる。(学習成果の
点検については基
準Ⅱ-A-6) 

〇 各科のディプロマ・ポリシーの達成度を
GPA により算出し、学修成果の確認を行
っている。毎年開催している学外助言評
価委員会において学修成果の報告を行
い、意見聴取している。 

平成 29 年度はパテ
ィシエコース、平成
30 年度は栄養士コ
ースにおいて、就職
先アンケートを実
施し、意見聴取して
いる。平成 31 年度
は保育科での実施
を予定している。 

カリキュラム委員会議事録、学外助
言評価委員会議事録 

Ⅰ

ーB

ー2  

学
習
成
果
の
確
定 

(1)短期大学とし
ての学習成果を建
学の精神に基づき
定めている。 

○ 学習成果をディプロマ・ポリシーとして
明確化している。 

 
学生便覧 

(2)学科・専攻課程
の学習成果を学
科・専攻課程の教
育目的・目標に基
づき定めている。 

○ 学習成果をディプロマ・ポリシーとして
明確化している。 

 
学生便覧 

(3)学習成果を学
内外に表明してい
る。 

○ ウェブサイトでディプロマ・ポリシー
（学習成果）を明示している。 

 
ガイドブック、ウェブサイト、学生便
覧 

(4)学習成果を学
校教育法の短期大
学の規定に照らし
て、定期的に点検
している。 

○ カリキュラム委員会を中心に点検して
いる。 

 
カリキュラム委員会議事録 

Ⅰ

ーB

ー3  

３
つ
の
方
針
の
策
定
・
公
表 

(1)三つの方針を
関連付けて一体的
に定めている。 

〇 建学の精神、教育理念、教育目標に基づ
き、三つの方針を一体的に定めている。 

 
拡大教授会兼合同会議議事録、学外
助言評価委員会議事録、入試委員会
議事録 

(2)三つの方針を
組織的議論を重ね
て策定している。 

〇 三つの方針については、各委員会で常に
見直しを図りながら、毎年度自己点検評
価委員会が年度毎の振り返り、それをふ
まえた次年度の見直しを行い、拡大教授
会兼合同会議で議論されている。学外者
や学生からの三つの方針に対する意見
も聴取し見直しに生かしている。 

 
拡大教授会兼合同会議議事録、学外
助言評価委員会議事録、入試委員会
議事録 

(3)三つの方針を
踏まえた教育活動
を行っている。 

〇 すべての授業はカリキュラム・ポリシー
を踏まえた上でディプロマ・ポリシーと
関連付けられている。シラバスにもその
関連が明記されている。授業を通した学
生の学修成果もディプロマ･ポリシーを
踏まえて確認されている。アドミッショ
ン・ポリシーは本学のディプロマ・ポリ
シーと密接に関連しており、入学生は本
学の授業を通して適切に学修成果を獲
得できている。 

 
拡大教授会兼合同会議議事録、学外
助言評価委員会議事録、入試委員会
議事録 

(4)三つの方針を
学内外に表明して
いる。 

〇 三つの方針については、ウェブサイトや
ガイドブック、自己点検評価報告書等を
通して、学外に表明している。学内への
表明については、学生便覧、ガイダンス
等も加えて行っている。 

 
ウェブサイト、ガイドブック、学生便
覧 

Ⅰ

ーC 

自
己
点

検
・
評

価 

Ⅰ

ーC

ー1 

自
己
点

検
・
評

価
活
動

等
の
実

施
体
制

の
確
立 

(1)自己点検・評価
のための規程及び
組織を整備してい

○ 自己点検・評価規程を策定している。自
己点検・評価委員会が組織され、活動が
展開されている。 

 
学則、自己点検・評価規程、自己点検・
評価規程細則、自己点検・評価委員会
ワーキンググループ内規 
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る。 
(2)日常的に自己
点検・評価を行っ
ている。 

○ 授業においては、授業者が自己点検を行
っている。毎月開催される科内会議で学
生の実態等を共有している。 

 
科内会議録 

(3)定期的に自己
点検・評価報告書
等を公表してい
る。 

○ 平成 22 年度の自己点検・評価票からウ
ェブサイトで公開している。 

 
ウェブサイト 

(4)自己点検・評価
活動に全教職員が
関与している。 

○ 個人的な評価については、各教員が授業
改善を日々加えている。組織的評価につ
いては、自己点検・評価委員会に、各科
長、各委員会委員長、事務局長が所属し
ており、全教職員が参加する各科、各委
員会、事務局等の意見を集約している。
また、全教職員が参加する拡大教授会兼
合同会議で、評価項目を討議し、点検結
果も確認している。 

 
各委員会議事録、自己点検・評価委員
会議事録、教授会議事録 

(5)自己点検・評価
活動に高等学校等
の関係者の意見聴
取を取り入れてい
る。 

 
○ 

平成 28 年度より学外助言評価委員会を
設置し、本学の自己点検・評価活動に助
言・評価を受けている。学外助言評価委
員会は各専門分野の有識者、高等学校関
係者等で構成されている。 

 
学外助言評価委員会議事録 

(6)自己点検・評価
の結果を改革・改
善に活用してい
る。 

○ 自己点検・評価票をもとに、各科や各委
員会が課題を明確化し、改善に取り組ん
でいる。 
また今年度は自己点検・評価活動の一環
として、３つのポリシーと教育課程、施
設設備の点検評価に学生が加わった。学
生の意見を受けて、各科・委員会で改善
に取り組んだ。 

 
各委員会議事録 

Ⅰ

ーC

ー
２ 

教
育
の
質
の
保
証 

(1)学習成果を焦
点とする査定(ア
セスメント)の手
法を有している。 

○ 各科のディプロマ・ポリシーの達成度を
GPA により検証している。また、併せて、
各科の資格・免許の取得者数や合格率も
検証している。専門的知識外部試験、専
門的実践力外部試験を実施している。総
合的人間力の査定にはボランティア活
動実績を指標としている。 

 
学習成果報告（自己点検・評価報告
書）、 
学修成果証明書、ボランティアパス
ポート 

(2)査定の手法を
定期的に点検して
いる。 

〇 カリキュラム委員会を中心に点検を行
い、科内会議で確認し、定期的に点検を
行っている。学外助言評価委員会を通し
た点検も行っている。 

 
カリキュラム委員会議事録、科内会
議録、学外助言評価委員会議事録 

(3)教育の向上・充
実のためのPDCAサ
イクルを活用して
いる。 

○ 各科、主要な委員会で PDCA を行ってい
る。学外助言委員会からも評価・助言を
得ている。 

 
各委員会議事録 

(4)学校教育法、短
期大学設置基準等
の関係法令の変更
などを確認し、法
令を遵守してい
る。 

○ 法令変更等の確認を行い、法令遵守に努
めている。 

 
カリキュラム委員会議事録、専任教
員一覧（教務部作成） 

Ⅱ
 

教
育
課
程
と
学
生
支
援 

Ⅱ

ーA 

教
育
課
程 

Ⅱ

ーA

ー1  

学
位
授
与
の
方
針
の
明
確
化 

(1)学科・専攻課程
の卒業認定・学位
授与の方針は、そ
れぞれの学習成果
に対応している。 
① 学科・専攻課程
の卒業認定・学位
授与の方針は、卒
業の要件、成績評
価の基準、資格取
得の要件を明確に
示している。 

○ 卒業認定・学位授与の方針は学習成果
（ディプロマ・ポリシー）に対応してい
る。卒業の要件、成績評価の基準、資格
取得の要件は「学則」「履修規程」「試験
規程」および、各科の「履修の方法」に
明確に示している。卒業要件に関わる
GPAについては取扱に関する細則を学生
便覧に掲載している。 

 
学生便覧 

(2)学科・専攻課程
の卒業認定・学位
授与の方針を定め
ている。 

〇 各科の卒業認定・学位授与の方針を定め
ている。学位授与の方針として、履修上
の定量的な規準に加え、定性的な規準と
して「ディプロマ･ポリシー」を定めて
いる。 

 
学生便覧 

(3)学科・専攻課程
の卒業認定・学位
授与の方針は、社
会的・国際的に通
用性がある。 

○ 短期大学設置基準が定める卒業要件を
満たしている。 

  

(4)学科・専攻課程
の卒業認定・学位
授与の方針を定期
的に点検してい
る。 

○ カリキュラム委員会、自己点検・評価委
員会、学外助言評価委員会等で、定期的
に点検しているとともに、拡大教授会兼
合同会議や学生参画の自己点検評価委
員会等でも自己点検や確認を行ってい
る。 

 
カリキュラム委員会議事録 

Ⅱ

ーA

ー2 

教
育
課
程
編
成
・
実
施
の
方
針
の
明
確
化 

(1)学科・専攻課程
の教育課程は、卒
業認定・学位授与
の方針に対応して
いる。 

○ カリキュラム・ポリシーの策定を行い、
ディプロマ・ポリシーとの関連を図って
いる。 

 
学生便覧 

(2)学科・専攻課程
の教育課程を、短
期大学設置基準に
のっとり体系的に
編成している。 
① 学科・専攻課程
の学習成果に対応
した、授業科目を
編成している。 
② 単位の実質化
を図り、年間又は
学期において履修
できる単位数の上
限を定める努力を
している。 
③ 成績評価は学
習成果の獲得を短
期大学設置基準等
にのっとり判定し
ている。 
④ シラバスに必
要な項目(学習成
果、授業内容、準備
学習の内容、授業
時間数、成績評価
の方法・基準、教科
書・参考書等)を明
示している。 
⑤ 通信による教
育を行う学科・専

○ ①カリキュラムポリシーにしたがって、
授業科目を編成している。カリキュラム
マップの作成も行っている。 
②履修科目の単位数の上限を設定して
いる（但し、資格および免許の取得希望
者、再履修者を除く）。また、GPA を履修
上限単位数の基準に用いている。 
③学則に基づき、厳格に実施している。 
④電子シラバスを整備し、明示化を行っ
ている。また、全教員でシラバスチェッ
クを行っている。 

 
学生便覧、ウェブサイト 
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攻課程の場合には
印刷教材等による
授業(添削等によ
る指導を含む)、放
送授業(添削等に
よる指導を含む)、
面接授業又はメデ
ィアを利用して行
う授業の実施を適
切に行っている。 
(3)学科・専攻課程
の教員を、経歴・業
績を基に、短期大
学設置基準の教員
の資格にのっとり
適切に配置してい
る。 

○ 短期大学設置基準の規定に基づき、教育
課程における教員の配置は、教員の業績
や専門分野に基づき行っている。 

  専任教員一覧表（教務部作成） 

(4)学科・専攻課程
の教育課程の見直
しを定期的に行っ
ている。 

○ カリキュラム委員会、教務部を中心に、
教育課程の定期的な点検・見直しを行っ
ている。 

  カリキュラム委員会議事録 

Ⅱ

ーA

ー3 

教
養
教
育 

(1)教養教育の内
容と実施体制が確
立している。 

〇 カリキュラム委員会において、教養教育
の見直しと充実を図っており、実施体制
も確立している。 

  学則、時間割、カリキュラム委員会議
事録 

(2)教養教育と専
門教育との関連が
明確である。 

〇 教養教育と専門教育との関連は明確に
なっている。 

  履修系統図 

(3)教養教育の効
果を測定・評価し、
改善に取り組んで
いる。 

〇 教科ごとに GPA を算出し、カリキュラム
委員会、教務部を中心に、教養教育課程
の定期的な点検・見直しを行っている。 

  学修成果報告書、カリキュラム委員
会議事録 

Ⅱ

ーA

ー4  

職
業
教
育 

(1)学科・専攻課程
の専門教育と教養
教育を主体とする
職業への接続を図
る職業教育の実施
体制が明確であ
る。 

〇 コアカリキュラムにそって専門職養成
の教育課程が明確になっている。また、
専門的実践力外部試験および専門的知
識外部試験を導入し、職業教育の充実を
図っている。 

  学生便覧 

(2)職業教育の効
果を測定・評価し、
改善に取り組んで
いる。 

〇 資格取得必要な専門教育科目の GPA を
算出し、学修成果を確認している。また、
授業評価アンケートを実施し、授業改善
に取り組んでいる。学外での実習（校外
実習）の成績状況について、科ごとに情
報を共有し、評価、改善に活用している。 

  学修成果報告書、授業評価アンケー
ト、学外実習報告書 

Ⅱ

ーA

ー
５ 

入
学
者
受
入
れ
の
方
針
の
明
確
化 

(1)入学者受入れ
の方針は学習成果
に対応している。 

○ ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・
ポリシーに対応するアドミッションポ
リシーを定めている。 

  ガイドブック、ウェブサイト、入試要
項 

(2)学生募集要項
に入学者受入れの
方針を明確に示し
ている。 

○ アドミッション・ポリシーは、入試要項、
ウェブサイトに明示されている。 

  ウェブサイト、入試要項 

(3)入学者受入れ
の方針は、入学前
の学習成果の把
握・評価を明確に
示している。 

○ アドミッション・ポリシーは、基礎的な
学力や基本的生活態度、自己表現力、専
門分野への関心等、入学前の学習成果を
重視し、それらを把握・評価することを
うたったものとなっている。本年度は
「学力の 3 要素」とアドミッション・ポ
リシーと入試選抜の方法の対応関係を
明らかにし、本学ウェブサイトで公開し
た。 

  ガイドブック、ウェブサイト、入試要
項 

(4)入学者選抜の
方法(推薦、一般、
AO 選抜等)は、入学
者受入れの方針に
対応している。 

○ 基礎的な学力や基本的生活態度は調査
票で、自己を表現する力は自己表現文
で、専門分野への関心は面接で確認して
いる。本年度は「学力の 3 要素」とアド
ミッション・ポリシーと入試選抜の方法
の対応関係を明らかにし、本学ウェブサ
イトで公開した。 

  ウェブサイト、入試要項 

(5)高大接続の観
点により、多様な
選抜についてそれ
ぞれの選考基準を
設定して、公正か
つ適正に実施して
いる。 

○ 推薦入試、一般入試、大学入試センター
試験（Ⅰ期・Ⅱ期）、社会人入試（Ⅰ期・
Ⅱ期・Ⅲ期）、自立支援入試等、多様で公
平な選抜を行っている。また追跡調査に
より、入試の公正性や妥当性を確認して
いる。 

  入試要項、入学者の追跡調査資料 

(6)授業料、その他
入学に必要な経費
を明示している。 

○ 授業料、その他入学に必要な経費は入試
要項に明示されている。 

  入試要項、ウェブサイト 

(7)アドミッショ
ン・オフィス等を
整備している。 

○ 本学教職員からなる入学試験委員会が
設置され、教職協働で広報・入試事務に
取り組んでいる。専任職員がアドミッシ
ョン・オフィサーとして配置されてい
る。山梨学院大学入試センターと連携し
ながらの広報・入試事務も行っている。 

  入学試験委員会規程、アドミッショ
ン・オフィサー発令、アドミッショ
ン・オフィスの整備について―多面
的・総合的な入学者選抜実施体制 

(8)受験の問い合
わせなどに対して
適切に対応してい
る。 

○ 入試に関する問い合わせには、専任職員
等が適切に対応している。またオープン
キャンパス、進学相談会などでも個別相
談に応じている。ウェブサイトなどから
の申込や質問にも対応している。 

  ウェブサイト 

(9)入学者受入れ
の方針を高等学校
関係者の意見も聴
取して定期的に点
検している。 

〇 学外の専門家や高等学校関係者で構成
される学外助言評価委員会を年 2 回開
催し、入学者受入れの方針を含む教育課
程全般について意見を聴取している。 

  学外助言評価委員会議事録 

Ⅱ

ーA

ー6  

学
習
成
果
の
明
確
さ 

(1)学習成果に具
体性がある。 

○ 学生便覧にて、ディプロマ・ポリシーと
各教科のねらいを明確化している。 

  学生便覧 

(2)学習成果は一
定期間内で獲得可
能である。 

○ ほとんどの学生が 2 年間で学修成果を
獲得している 

  自己点検・評価報告書（５．学習成果
のまとめ）、単位認定の状況表、年者
数 

(3)学習成果は測
定可能である。 

○ GPA による学科ごとのディプロマ・ポリ
シーの評価を行っている。また、資格・
免許について取得率・合格率によって検
証を行っている（５．学修成果のまとめ
参照）。また、専門的知識および専門的
実践力の外部試験を導入し、学習成果を
測定する方法を整えている。学修成果を
目に見える形で示す学修成果証明書を
作成している。 

 
免許資格取得者数一覧、自己点検報
告書、学修成果証明書 

Ⅱ

ーA

ー
７  

学
習
成
果
の
測
定 

(1)GPA 分布、単位
取得率、学位取得
率、資格試験や国
家試験の合格率、
学生の業績の集積
( ポ ー ト フ ォ リ
オ)、ルーブリック

〇 学修成果を測定するため、GPA 分布や単
位取得率、資格試験や国家試験の合格率
等を活用している。専門的知識外部試験
結果、専門的実践力外部試験結果、ボラ
ンティア活動実績も学習成果の測定に
活用している。 

  単位認定の状況表、免許・資格取得者
一覧、GPA 分布、学修成果証明書 



   

23 

 

分布などを活用し
ている。 
(2)学生調査や学
生による自己評
価、同窓生・雇用者
への調査、インタ
ーンシップや留学
などへの参加率、
大学編入学率、在
籍率、卒業率、就職
率などを活用して
いる。 

〇 学修成果を測定するために、学修行動調
査(入学時意識調査・卒業時満足度調査)
や編入学率、就職状況等を活用してい
る。 

  学修行動調査（入学時意識調査・卒業
時満足度調査）結果、編入学・進学率、
就職状況 

(3)学習成果を量
的・質的データに
基づき評価し、公
表している。 

〇 学修成果を、量的データ（単位取得状況、
GPA 分布、資格取得状況、専門的知識外
部試験結果等）で評価し、公表している。
また、質的データ（専門的実践力外部試
験結果、ボランティア活動実績）に基づ
き評価し、自己点検・評価報告書のウェ
ブ公開を通して公表している。 

  単位認定の状況表、GPA 分布、免許・
資格取得者一覧、自己点検・評価報告
書 

Ⅱ

ーA

ー
８  

学
生
の
卒
業
後
評
価 

(1)卒業生の進路
先からの評価を聴
取している。 

○ 平成 29 年度に食物栄養科フードクリエ
イトコース、平成 30 年度に食物栄養科
栄養士コースの卒業生の就職先に対し
てアンケートを実施し、それぞれの進路
先からの評価を得ることをおこなった。
本アンケート実施の成果を踏まえ、次年
度以後、他学科でも実施する予定であ
る。 

  科内会議録 

(2)聴取した結果
を学習成果の点検
に活用している。 

○ 聴取した結果は、学外助言評価委員会を
含む各委員会、各科内会議、拡大教授会
兼合同会議で共有され学習成果の点検
に活用している。 

  各委員会等議事録 

Ⅱ

ーB 

学
生
支
援 

Ⅱ

ーB

ー1 

学
習
成
果
の
獲
得
に
向
け
て
の
教
育
資
源
の
活
用 

(1)教員は、学習成
果の獲得に向けて
責任を果たしてい
る。 
① 教員は、シラバ
スに示した成績評
価基準により学習
成果の獲得状況を
評価している。 
② 教員は、学習成
果の獲得状況を適
切に把握してい
る。 
③ 教員は、学生に
よる授業評価を定
期的に受けて、授
業改善に活用して
いる。 
④ 教員は、授業内
容について授業担
当者間での意思の
疎通、協力・調整を
図っている。 
⑤ 教員は、教育目
的・目標の達成状
況を把握・評価し
ている。 
⑥ 教員は、学生に
対して履修及び卒
業に至る指導を行
っている。 

○ ①自らの授業がどのディプロマ・ポリシ
ーに関わるのかを把握した上で、シラバ
スに示した成績評価基準により学修成
果を評価している。 
②授業内の小レポートや感想また学期
末の定期テスト（レポート）を通じて的
確に把握している。 
③学期末に授業アンケートを実施して
いる。授業アンケート結果をもとに、改
善案を FD 委員会に提出し、次の授業プ
ランを考えるようにしている。 
④各授業において取り扱うべき内容に
基づいてシラバスを作成し、関連する科
目の教員間でシラバスチェックを行っ
ている。また、授業の方法や学生の学習
状況等について、科内会議等で情報共有
をしている。 
⑤教員はディプロマ・ポリシーの達成状
況の確認を通して、教育目的・目標の達
成状況を把握・評価している。 
⑥全学生がゼミに所属し、ゼミ担当教員
が主となり、履修および卒業にいたる指
導を行っている。また科内会議で情報共
有し、全教員が学生に対して履修および
卒業にいたる指導ができる体制が整っ
ている。 

  授業評価アンケート、授業改善案、FD
研修に関する資料、シラバス、シラバ
スチェック結果 

(2)事務職員は、学
習成果の獲得に向
けて責任を果たし
ている。 
① 事務職員は、所
属部署の職務を通
じて学習成果を認
識して、学習成果
の獲得に貢献して
いる。 
② 事務職員は、所
属部署の職務を通
じて教育目的・目
標の達成状況を把
握している。 
③ 事務職員は、所
属部署の職務を通
じて学生に対して
履修及び卒業に至
る支援を行ってい
る。 
④ 事務職員は、学
生の成績記録を規
程に基づき適切に
保管している。 

○ ①教員と連携し、履修登録状況、単位取
得状況、科内会議録等の確認を行ってい
る。 
②学習意欲の向上に向け、窓口対応及び
ゼミ教員への情報提供を通してサポー
トを行っている。 
③専門職の実践力形成のため、社会人と
して必要な常識・知識について、全体・
個別支援を行い学生対応することによ
り、達成状況の把握を行っている。 
履修上の質問には、常時相談をうけるこ
とができる体勢を整え、また単位修得状
況の悪い学生は連絡をとり、個別支援を
行っている。 
資格・免許取得のための実習事務を通
じ、学生が個々で行う手続きについての
個別支援を行っている。合わせて、実習
先でのマナーについて支援を行ってい
る。 
④事務局内保管庫及び資料室にて確実
に保管をしている。 

 
学生便覧 

(3)教職員は、学習
成果の獲得に向け
て施設設備及び技
術的資源を有効に
活用している。 
① 図書館又は学
習資源センター等
の専門的職員は、
学生の学習向上の
ために支援を行っ
ている。 
② 教職員は、学生
の図書館又は学習
資源センター等の
利便性を向上させ
ている。 
③ 教職員は、学内
のコンピュータを
授業や大学運営に
活用している。 
④ 教職員は、学生
による学内 LAN 及
びコンピュータの
利用を促進し、適
切に活用し、管理
している。 
⑤ 教職員は、教育
課程及び学生支援

○ ①総合図書館等では、専任職員が複数常
駐し、検索・操作上の質問に随時対応し、
学習支援を行っている。 
②総合図書館では、学生の要望により、
利用時間を夜間 20 時まで延長し、なお、
土曜日を終日対応して学生の利便性の
向上に努めている。 
③教職員間の情報伝達、成績評価、学生
への情報伝達方法、または授業時の検
索・課題・提出物関係の多方面にわたり、
活用している。 
④教員との連携により良い環境を調え
るべく要望を聴き、確認・補充を行い、
利用促進に心がけてている。 
⑤コンピューター管理部署・担当業者並
びに事務局で随時情報交換をし、利用し
やすいシステム構築について検討し、利
用技術の向上に努めている。 

 
総合図書館案内 
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を充実させるため
に、コンピュータ
利用技術の向上を
図っている。 Ⅱ

ーB

ー2  

学
習
成
果
の
獲
得
に
向
け
て
の
学
習
支
援 

(1)入学手続者に
対し入学までに授
業や学生生活につ
いての情報を提供
している。 

○ 入学前学習や入学当初の行事案内など
の文書を送っている。 

  入学前学習課題プリント、入学式・入
学ガイダンス案内 

(2)入学者に対し
学習、学生生活の
ためのオリエンテ
ーション等を行っ
ている。 

○ 入学式後 2 日間にわたってガイダンス
を行うとともに、4 月に 1泊 2 日のオリ
エンテーションセミナーを実施してい
る。更に、基礎演習の中でも学校生活の
ガイダンスを行っている。 

  ガイダンス資料、オリエンテーショ
ンセミナーのしおり、基礎演習シラ
バス 

(3)学習成果の獲
得に向けて、学習
の動機付けに焦点
を合わせた学習の
方法や科目の選択
のためのガイダン
ス等を行ってい
る。 

○ 目指すべき資格・進路に沿ったガイダン
スを実施している。 

  学生便覧、ガイダンス資料 

(4)学習成果の獲
得に向けて、学生
便覧等、学習支援
のための印刷物
(ウェブサイトを
含む)を発行して
いる。 

○ 学生便覧、シラバス（平成 23 年度より
ウェブサイト化）、フレスコなど学生の
学習支援のための印刷物を各種発行し
ている。 

  学生便覧、フレスコ、シラバス等 

(5)学習成果の獲
得に向けて、基礎
学力が不足する学
生に対し補習授業
等を行っている。 

○ 一般教養や専門基礎学力の向上のため
に ipad を用いた自学自習のシステムを
整えている。学期末に専門的知識外部試
験を実施し、一般教養や専門基礎学力の
向上を図っている。その学力が十分獲得
されていない学生については、再度、学
習機会を設けている。 

より効果的な支援
ができるよう、今後
も専門的知識外部
試験のあり方や補
習対策を検討して
いく。また、ipad の
一層の活用を図っ
ていく。 

ガイダンス資料（実力養成試験の箇
所）、社会人基礎力育成講座シラバス 

(6)学習成果の獲
得に向けて、学習
上の悩みなどの相
談にのり、適切な
指導助言を行う体
制を整備してい
る。 

○ 少人数のゼミ体制の中で、ゼミ担当が常
時、学習・生活上の相談にのっている。
また学生センター学生相談室には臨床
心理士も常駐し、連携し相談業務を行っ
ている。 

  事務組織と事務分掌規程、行政組織
機構図、学生便覧 

(7)学習成果の獲
得に向けて、通信
による教育を行う
学科・専攻課程の
場合には、添削等
による指導の学習
支援の体制を整備
している。 

      
 

(8)学習成果の獲
得に向けて、進度
の速い学生や優秀
な学生に対する学
習上の配慮や学習
支援を行ってい
る。 

○ 学習意欲が高い学生には、「学生チャレ
ンジ制度」を活用して学習の深化を図れ
るよう支援している。専攻科への進学を
考えている学生には月に１回程度勉強
会を実施している。また、卒業時には、
優秀な学生を表彰している 

  ４年一貫教育プログラム実施要綱、
学生チャレンジ制度規程・実施要綱、
教授会議事録、スチューデンツオブ
ザイヤー賞規程 

(9)必要に応じて
学習成果の獲得に
向けて、留学生の
受入れ及び留学生
の派遣(長期・短
期)を行っている。 

○ 外国人留学生に対応した教科目を設置
（単位互換として）するなど、留学生の
受入れ体制を整備している。 

  国際交流委員会規程、学生便覧 

(10)学習成果の獲
得状況の量的・質
的データに基づき
学習支援方策を点
検している。 

〇 量的データ（単位取得状況、GPA 分布、
専門的知識外部試験等各種の試験結果）
や質的データ（専門的実践力外部試験、
ボランティア活動実績、学修時間・学修
行動調査、授業評価アンケート、卒業生
アンケート、就職先アンケート）に基づ
き、学修支援の方策について、科内会議
等で点検を行っている。 

  科内会議録、自己点検・評価報告書
（学習成果のまとめ）、授業評価アン
ケート、卒業生アンケート結果、就職
先アンケート調査結果 

Ⅱ

ーB

ー3 

学
習
成
果
の
獲
得
に
向
け
た
学
生
の
生
活
支
援 

(1)学生の生活支
援のための教職員
の組織(学生指導、
厚生補導等)を整
備している。 

○ 学生総合支援委員会が学生の生活支援
策について審議し、学生部が中心となっ
て、全教職員で個々の学生に対応できる
ような支援体制を整えてている。 
山梨学院大学との共同施設として、学生
センター学生総合支援室（学習支援およ
び生活支援）を備えている。 

  学生総合支援委員会規程、科内会議
録、学生便覧 

(2)クラブ活動、学
園行事、学友会な
ど、学生が主体的
に参画する活動が
行われるよう支援
体制を整えてい
る。 

○ 学友会並びにクラブ顧問委員会がクラ
ブ活動・樹徳祭運営・クラブ学生ボラン
ティア活動への積極的な支援・指導を行
っている。 

  学生便覧、学友会会議録、顧問会議議
事録、フレスコ 

(3)学生食堂、売店
の設置等、学生の
キャンパス・アメ
ニティに配慮して
いる。 

○ カフェテリアプルシアンブルー、キャン
パスショップ、ラウンジ Y を備え、学生
の食事・生活空間や、憩いの場として利
用されている。 

  ガイドブック、フレスコ 

(4)宿舎が必要な
学生に支援(学生
寮、宿舎のあっせ
ん等)を行ってい
る。 

○ オープンキャンパス時に県外学生対象
に事務局窓口で相談に応じているのに
加え、学生センター学生総合支援室が随
時担当している。 

  酒折周辺地図、賃貸物件情報 

(5)通学のための
便宜(通学バスの
運行、駐輪場・駐車
場の設置等)を図
っている。 

○ 学内の近接した随所に駐輪場、駐車場を
完備している。 

  キャンパスマップ 

(6)奨学金等、学生
への経済的支援の
ための制度を設け
ている。 

○ 児童養護施設退所者を対象に経済的支
援等を行う制度として長期的自立支援
制度を設けている。また、専攻科特待生
制度を設けている。学生センター学生総
合支援室が奨学金制度についての相談、
申請等に係わり対応している。 

  専攻科特待生規程、長期的自立支援
に関する規程、学生センター奨学金
に関する資料、フレスコ 

(7)学生の健康管
理、メンタルヘル
スケアやカウンセ
リングの体制を整
えている。 

○ 山梨学院大学との共同施設として、学生
センター保健管理室（心身の健康管理お
よびケア）・学生相談室（カウンセリン
グ）を備えている。 

  学生便覧、フレスコ 

(8)学生生活に関 ○ 学修・生活時間に関する調査（学修時間
 

学修時間調査、入学時意識調査、在学
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して学生の意見や
要望の聴取に努め
ている。 

調査）とともに、入学時意識調査・卒業
時満足度調査と同じ質問からなる学修
行動調査（在学時調査）を年度半ばに実
施することにより、学生生活の実態、お
よび学生の意見や要望を縦断的に把握
して学生支援の改善に役立てている。 
また、学生が参画した自己点検評価を行
い、施設設備等に関する点検評価を行っ
た。入試 IR 調査の中でも、新入生に入
学してよかったこと、改善してほしいこ
と、についてたずねている。 

時調査、卒業時満足度調査、入試 IR
調査結果、拡大教授会議事録 

(9)留学生が在籍
する場合、留学生
の学習(日本語教
育等)及び生活を
支援する体制を整
えている。 

○ 国際交流委員会、学生センター学生総合
支援室が対応している。 

  国際交流委員会規程 

(10)社会人学生が
在籍する場合、社
会人学生の学習を
支援する体制を整
えている。 

○ ゼミ等を通じて、個別の支援を行ってい
る。また、本法人内の子育て支援センタ
ー等を活用した学生に対する育児支援
の制度も整えている。 

  学生便覧 

(11)障がい者の受
入れのための施設
を整備するなど、
障がい者への支援
体制を整えてい
る。 

○ スロープや障害者用トイレ、エレベータ
ー等を整備している。対応していない教
室については、障がい者の履修科目に合
わせて、教室変更を行って対応してい
る。また、今年度、学生総合支援委員会
の規程を改訂し、障がいのある学生への
支援について明記した。さらに障がい学
生支援規程を制定した。また障がいのあ
る学生への支援に関する基本方針を制
定した。 

  施設一覧、学生総合支援委員会規程 
障がい学生支援規程、障がいのある
学生への支援に関する基本方針 

(12)長期履修生を
受入れる体制を整
えている。 

○ 長期履修生を受け入れる体制が整って
いる。 

  学則 

(13)学生の社会的
活動(地域活動、地
域貢献、ボランテ
ィア活動等)に対
して積極的に評価
している。 

○ 授業科目「社会人基礎力育成講座Ⅰ」「社
会人基礎力育成講座Ⅱ」においてボラン
ティア活動を推進している。平成 29 年
度からボランティア・パスポートを導入
し、学生のボランティア活動を総合的人
間力の外部評価指標として積極的に評
価する取組を行っている。 

  シラバス、ボランティア・パスポー
ト、 
学修成果証明書 

Ⅱ

ーB

ー4 

進
路
支
援 

(1)就職支援のた
めの教職員の組織
を整備し、活動し
ている。 

○ 本法人の就職・キャリアセンター職員と
本学就職・キャリア支援委員会の教職員
との連携により支援活動が行われてい
る。 

  就職・キャリア支援委員会規程、就
職・キャリアセンター配布資料、学校
法人山梨学院職員組織表 

(2)就職支援のた
めの施設を整備
し、学生の就職支
援を行っている。 

○ 就職支援のための施設として「山梨学院
就職・キャリアセンター」を整備してい
る。 

  学生便覧 

(3)就職のための
資格取得、就職試
験対策等の支援を
行っている。 

○ 就職・キャリアセンターでは資格取得奨
励制度として、「キャリアアップサポー
ト制度」が設けられている。そのほか、
就職模擬試験や公務員対策講座、教員採
用試験対策講座を行っている。 

  就職・キャリアセンター配布資料、就
職・キャリアセンターウェブサイト 

(4)学科・専攻課程
ごとに卒業時の就
職状況を分析・検
討し、その結果を
学生の就職支援に
活用している。 

○ 毎年度、各科・コースの就職状況を集約
し分析している。結果は、教職員間で共
有し就職支援に活用している。実際の就
職活動や就職試験の内容等の情報も学
生から収集し、翌年度の就職支援に活用
している。 

  就職・キャリアセンター作成資料「卒
業者・修了者進路決定状況」、拡大教
授会議事録、公務員試験等受験結果
報告書、進路届、内定への道 

(5)進学、留学に対
する支援を行って
いる。 

○ 進学支援は、ゼミ担当教員及び就職・キ
ャリア支援委員会委員が中心となり実
施している。食物栄養科栄養士コースで
は、4 年制大学への編入を希望する学生
を対象とした編入対策講座を実施して
いる。保育科では、「4 年一貫プログラ
ム」という独自の教育プログラムを設
け、専攻科進学に意欲を示す学生への学
習支援を行っている。留学支援は、ゼミ
担当教員と国際交流委員会委員が中心
となり実施している。 

  就職・キャリア支援委員会規程、国際
交流委員会規程、４年一貫プログラ
ム配布資料、編入対策講座資料 

Ⅲ
 

教
育
資
源
と
財
的
資
源 

Ⅲ

ーA  

人
的
資
源 

Ⅲ

ーA

ー1 

教
員
組
織
の
整
備 

(1)短期大学及び
学科・専攻課程の
教員組織を編制し
ている。 

○ 厚生労働省、文部科学省の基準に従い編
成している。 

  専任教員一覧表（教務部作成） 

(2)短期大学及び
学科・専攻課程の
専任教員は短期大
学設置基準に定め
る教員数を充足し
ている。 

○ 短期大学設置基準の規定に従い、必要専
任教員数を充足している。 

  専任教員一覧表（教務部作成） 

(3)専任教員の職
位は真正な学位、
教育実績、研究業
績、制作物発表、そ
の他の経歴等、短
期大学設置基準の
規定を充足してお
り、それを公表し
ている。 

○ 専任教員の職位は短期大学設置基準の
規定を充足しており、専任教員の教育実
績、研究業績等はウェブサイトで公表し
ている。 

  教員履歴書、業績書、学位記・免許状
等の写し、ウェブサイト 

(4)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて専任教員と非
常勤教員(兼任・兼
担)を配置してい
る。 

○ カリキュラム・ポリシーに基づいて専任
教員、非常勤教員を適正に配置してい
る。 

  教育課程表、カリキュラム・ポリシ
ー、教員履歴書 

(5)非常勤教員の
採用は、学位、研究
業績、その他の経
歴等、短期大学設
置基準の規定を遵
守している。 

〇 非常勤教員の採用は短期大学設置基準
の規定を遵守している。 

  教員履歴書 

(6)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて補助教員等を
配置している。 

○ カリキュラム・ポリシーに基づいて補助
教員（助手）を適正に配置している。 

  教育課程表、カリキュラム・ポリシ
ー、教員履歴書 

(7)教員の採用、昇
任はその就業規
則、選考規程等に
基づいて行ってい
る。 

○ 各種規程に基づいて適正に実施されて
いる。 

  教職員就業規則、常勤嘱託教職員就
業規則、非常勤嘱託教職員就業規則、
非常勤教員就業規則、教職員任用規
程、嘱託規則、期間採用教員任用規
則、非常勤教職員規程、特別任用教員
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に関する規程、教員の任用及び昇格
に関する規則、人事教授会議事録 Ⅲ

ーA

ー2  

専
任
教
員
の
教
育
研
究
活
動 

(1)専任教員の研
究活動(論文発表、
学会活動、国際会
議出席等、その他)
は学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて成果をあげて
いる。 

○ カリキュラム・ポリシーに基づいて適切
に配置された教員が、それぞれの担当教
科目の教授（学習）内容に整合する研究
活動を行って成果をあげている。教職課
程認定、保育士・栄養士・製菓衛生師養
成施設指定に関わって、教員審査を受け
ている。 

  ウェブサイト、教員履歴書・業績書 

(2)専任教員個々
人の研究活動の状
況を公開してい
る。 

○ ウェブサイトで公開している。   ウェブサイト 

(3)専任教員は、科
学研究費補助金、
外部研究費等を獲
得している。 

○ 平成 28 年度、29 年度、30 年度に本学の
教員が科研費を獲得した。獲得数増加に
向けた FD 研修会も実施した。科研費以
外の助成金を獲得した教員もいる。 

 教員履歴書・業績書 
科学研究費助成事業データベース 

(4)専任教員の研
究活動に関する規
程を整備してい
る。 

○ 各種規程を整備している。   受託研究等取扱規程、紀要編集委員
会規程、研究活動上の不正行為の防
止及び対応に関する規程、研究倫理
規程、研究倫理委員会規程、「人を対
象とする研究」倫理規程、組換え DNA
実験規程、動物実験規程、化学物質等
安全管理規程、学術研究倫理に関す
るガイドライン、個人研究費内規、海
外出張旅費補助制度に関する規程、
公的研究費の適正な運営・管理体制
に関する規程、研究用物品の検収業
務に関する取扱規程、競争的資金に
係る間接経費取扱規程               

(5)専任教員の研
究倫理を遵守する
ための取り組みを
定期的に行ってい
る。 

〇 日本学術振興会研究倫理 e ラーニング
のサービスを利用して研究倫理教育を
実施している。「人の研究に関する研究
倫理審査申請書」の提出を義務付けてい
る。 

  研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程、研究倫理規程、研究
倫理委員会規程、「人を対象とする研
究」倫理規程 

(6)専任教員の研
究成果を発表する
機会(研究紀要の
発行等)を確保し
ている。 

○ 研究紀要を年１回発行している。   山梨学院短期大学研究紀要 

(7)専任教員が研
究を行う研究室を
整備している。 

○ 専任教員には一人一部屋の研究室があ
る。 

  学生便覧、施設見取り図 

(8)専任教員の研
究、研修等を行う
時間を確保してい
る。 

○ 週当たり１日（または半日×２）の研究
日を設けている。 

  研究日一覧表 

(9)専任教員の留
学、海外派遣、国際
会議出席等に関す
る規程を整備して
いる。 

○ 規程が整備されている。   海外出張旅費補助制度に関する規程 

(10)FD 活動に関す
る規程を整備し、
適切に実施してい
る。 
① 教員は、FD 活動
を通して授業・教
育方法の改善を行
っている。 

○ 規程が整備されている。規程に基づき、
教員の研修会、学生による授業評価、入
学時意識調査・在学時調査・卒業時満足
度調査等を実施している。授業改善をテ
ーマとした学生参画の FD 研修会も実施
している。 

  山梨学院短期大学 FD委員会規程 FD
研修会資料、授業評価アンケート、授
業改善案、入学時意識調査・在学時調
査・卒業時満足度調査 

(11)専任教員は、
学生の学習成果の
獲得が向上するよ
う学内の関係部署
と連携している。 

○ 専任教員は PROPERTIES 推進室と連携
し、学生の学習成果の獲得の向上に努め
ている。 

  PROPERTIES 実績報告書 

Ⅲ

ーA

ー3 

学
習
成
果
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
事
務
組
織
の
整
備 

(1)事務組織の責
任体制が明確であ
る。 

○ 関係規程に則り、明確な責任体制となっ
ている。毎年度事務組織の点検を実施
し、人員の適正配置、責任体制を明確化
している。 

  組織及び分掌に関する規程 

(2)事務職員は、事
務をつかさどる専
門的な職能を有し
ている。 

○ 各種団体の実施する、教務関連・入試関
連等の研修会に積極的に参加し、職能能
力向上に努めている。 

  研修会等参加状況一覧 

(3)事務職員の能
力や適性を十分に
発揮できる環境を
整えている。 

○ 総合学園全体の業務を俯瞰し業務を遂
行し得る職員を養成するために、法人全
体の SD 研修会「職員実務研修会」を開
催している。職員の自己啓発を効果的に
促進するため、「職員自己啓発助成金支
給要領」を設けている。学園のグローバ
ル化の進展に伴い職員の英語力を向上
させることを目的に、「TOEIC（Test of 
English for International 
Communication）行政職員自己啓発助成
金」を設けている。 

  職員実務研修会開催要項、職員自己
啓発助成金支給要領、TOEIC 行政職員
自己啓発助成金支給要領 

(4)事務関係諸規
程を整備してい
る。 

○ 毎年度各種規程の点検整備を実施し、必
要に応じて随時改正・改訂を行ってい
る。 

  組織及び職制に関する規則、事務組
織と事務分掌規程、組織及び分掌に
関する規程 

(5)事務部署に事
務室、情報機器、備
品等を整備してい
る。 

○ 情報機器・備品等環境整備に関しては、
毎年度点検を実施し、各職員による改善
提案を基に、修繕・補充等の整備を行っ
ている。 

 
施設部備品一覧、情報基盤センター
備品一覧 

(6)防災対策、情報
セキュリティ対策
を講じている。 

○ 毎年度規程の点検整備を実施し、必要な
場合は、随時改訂を行っている。 
教員と連携のうえ全員参加の避難訓練
を実施し、実際の避難の際の注意点等を
提案し、支援を行っている。 

  危機管理規程、消防計画、地震防災応
急計画、学生用緊急行動マニュアル 

(7)SD 活動に関す
る規程を整備し、
適切に実施してい
る。 
① 事務職員(専門
的職員等を含む)
は、SD 活動を通じ
て職務を充実さ
せ、教育研究活動
等の支援を図って
いる。 

○ 平成 24 年度に SD 関係の規程を整備し
た。行政職員による SD 活動とともに、
教員の FD 活動と連携した教職員合同研
修を実施している。 

  スタッフ・ディベロップメント委員
会規程、スタッフ・ディベロップメン
ト報告書 

(8)日常的に業務
の見直しや事務処
理の点検・評価を
行い、改善してい
る。 

○ 平成 29 年度より法人全体として「目標
管理シート」を用いた人的資源管理手法
を導入し、自主的な課題設定による改善
を促進している。 
事務局内では随時見直し・改善に係る具

  人事面接実施要領、目標管理シート 
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体的な提案ができ、意見交換ができるよ
う心がけている。 
特に、事務処理の効率化・適正化また、
学生支援方法の改善に関しては、直ちに
改善するよう努力している。 

(9)事務職員は、学
生の学習成果の獲
得が向上するよう
教員や関係部署と
連携している。 

○ 事務局から教員で組織する各委員会へ
検討事項の提案をし、随時連携をとって
いる。また、毎月１回開催する拡大教授
会に事務局所属職員を陪席させ、情報を
共有し、学習成果を向上させるための改
善事項についての連携をとり、直ちに改
善するよう努力している。 

  各委員会議事録 

Ⅲ

ーA

ー4 

人
事
・
労
務
管
理
の
適
切
な
実
施 

(1)教職員の就業
に関する諸規程を
整備している。 

○ 関連規程に、教職員の就業、職制、事務
分掌などを定め、教職員の適正な就業管
理に努めるとともに、教育研究活動の充
実・発展を図っている。また、山梨学院
ハラスメントの防止に関する規則を定
め、ハラスメント行為による、教育・研
究、学習、就業環境の悪化の防止に努め
ている。 

  組織及び分掌に関する規程、事務組
織と事務分掌規程、教職員就業規則、
一般職員就業規則、職員の職位に関
する内規、ハラスメントの防止に関
する規則 

(2)教職員の就業
に関する諸規程を
教職員に周知して
いる。 

○ 学校法人山梨学院規程集がイントラネ
ット化され随時閲覧可能となっている。
そのほか、学内通知や会議での周知、重
要な就業に関する諸規程等の変更につ
いては、電子メールや共有フォルダを活
用して随時通知が行われている。 

  拡大教授会議事録 

(3)教職員の就業
を諸規程に基づい
て適正に管理して
いる。 

○ 教職員就業規則に基づき、各所属におい
て適正な就業管理に努めている。なお、
福利厚生として、教職員の健康管理のた
め、毎年、健康診断の実施、また産業医
による健康相談を定期的に行っている。
全職員を対象として年１回、目標管理シ
ートの提出や法人本部事務局長及び人
事課担当者との個別面談を実施し、職務
適性、勤務環境の把握に努め、人事施策
や業務改善に役立てている。 

  教職員就業規則、職員人事異動取扱
内規 

Ⅲ

ーB  

物
的
資
源 

Ⅲ

ーB

ー1 

校
地
、
校
舎
、
施
設
設
備
、
そ
の
他
の
物
的
資
源
の
整
備
、
活
用 

(1)校地の面積は
短期大学設置基準
の規定を充足して
いる。 

○ 短期大学設置基準に定める校地面積を
満たしている（併設大学共用）。 

  基本資料 

(2)適切な面積の
運動場を有してい
る。 

○ 短期大学設置基準に定める適切な運動
場を設置している。なお、運動場は公式
競技も実施可能な面積・設備を備えてい
る（併設大学共用）。 

  基本資料、ウェブサイト、学生便覧 

(3)校舎の面積は
短期大学設置基準
の規定を充足して
いる。 

○ 短期大学設置基準の規定に定める校舎
面積を充足している。 
本学は栄養士、製菓衛生師、保育士等各
種専門職養成を行っており、これらの指
定基準にも適合している。 

  基本資料、ウェブサイト、学生便覧 

(4)校地と校舎は
障がい者に対応し
ている。 

○ 各建物には身障者用スロープを設置し
ているほか、一部の建物では身障者用ト
イレ、エレベーター等を設置している。
対応していない建物・教室については、
身障者の履修科目にあわせて、教室変更
を行うなど配慮をしている。 

  ウェブサイト、学生便覧 

(5)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて授業を行う講
義室、演習室、実
験・実習室を用意
している。 

○ 短期大学設置基準に従い、教育研究の充
実・目的達成のために必要な講義室、実
験・実習室を備えている。 

  ウェブサイト、学生便覧 

(6)通信による教
育を行う学科・専
攻課程を開設して
いる場合には、添
削等による指導、
印刷教材等の保
管・発送のための
施設が整備されて
いる。 

      
 

(7)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて授業を行うた
めの機器・備品を
整備している。 

○ 短期大学設置基準の規定に従い、学科の
専門性や学生数等に応じた教育研究上
必要な機器・備品を備えている。 

  備品一覧 

(8)適切な面積の
図書館又は学習資
源センター等を有
している。 

○ 短期大学設置基準に従い、適正規模の図
書館を設置している（併設大学共用）。 

  総合図書館ウェブサイト（館内配置
図） 

(9)図書館又は学
習資源センター等
の蔵書数、学術雑
誌数、AV 資料数及
び座席数等が適切
である。 
① 購入図書選定
システムや廃棄シ
ステムが確立して
いる。 
② 図書館又は学
習資源センター等
に参考図書、関連
図書を整備してい
る。 

○ 学科の種類、専攻課程に応じた教育研究
上必要な図書、学術雑誌、視聴覚資料を
備えている。また、教育研究活動促進の
ための閲覧室、自習室などを充分に備え
ている。 
①図書除籍・廃棄システムが確立してい
る。 
②図書館に参考図書、関連図書を整備し
ている。 

  総合図書館規程、総合図書館資料管
理規程、総合図書館利用規程、総合図
書館利用のしおり、総合図書館図書
目録 

(10)適切な面積の
体育館を有してい
る。 

○ 短期大学設置基準に従い、適切な面積を
有する体育館を備えている（併設大学共
用）。 

  基礎資料、ウェブサイト 

Ⅲ

ーB

ー2  

施
設
設
備
の
維
持
管
理
の
適
切
な
実
施 

(1)固定資産管理
規程、消耗品及び
貯蔵品管理規程等
を、財務諸規程に
含め整備してい
る。 

○ 資産管理・会計処理の適切な実施のた
め、寄附行為とこれに基づく関連規程を
整備している。 

  会計規程、資産管理規程 

(2)諸規程に従い
施設設備、物品（消
耗品、貯蔵品等）を
維持管理してい
る。 

○ 施設は日常的に清掃・点検を行ってい
る。設備・機器類は定期点検を実施する
とともに経過年数や使用頻度に即して
修理を行い、教育環境の維持に努めてい
る。 
また、毎年棚卸より資産台帳の照合を行
い、規程に基づく適切な物品（備品）管
理を実施している。 

  資産管理規程、備品台帳 

(3)火災・地震対 ○ 危機管理規程等において危機管理体制   危機管理規程、消防計画、地震防災応
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策、防犯対策のた
めの諸規則を整備
している。 

や対処方法等を定めている。また、火災、
自然災害等については、山梨学院消防計
画、地震防災応急計画により行動計画等
を策定している。学生に対しては学生用
緊急行動マニュアル、避難場所・避難経
路を示している。 

急計画、学生用緊急行動マニュアル 

(4)火災・地震対
策、防犯対策のた
めの定期的な点
検・訓練を行って
いる。 

○ 法令に基づき専門業者による各建物の
防災設備等の定期点検を実施している。
キャンパス内には災害時の備蓄品を保
管する倉庫、ライフラインベンダー、AED
を設置している。日常的に機械警備及び
警備会社による夜間のキャンパス内巡
回警備を実施し、キャンパス及びその周
辺の安全管理に努めている。学生を対象
とした防災訓練も平成 23 年度より実施
している。 

  危機管理規程、消防計画、地震防災応
急計画、学生用緊急行動マニュアル 

(5)コンピュータ
システムのセキュ
リティ対策を行っ
ている。 

○ 各パソコン内やネットワークにウイル
ス対策、個人認証の実施など各種セキュ
リティ対策を行っている。また、データ
保管のサーバーも万全のセキュリティ
対策を施すほか、定期的なバックアッ
プ、データの耐火庫保管の実施など、デ
ータの保全に万全を期している。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(6)省エネルギー・
省資源対策、その
他地球環境保全の
配慮がなされてい
る。 

○ 中央集中管理システムを導入し、教室照
明・空調の運転・停止の一元管理を実施
し、不要な電力使用を抑えている。また
殆どの照明器具は省エネタイプが採用
されている。平成 25 年度末には太陽光
発電システムを導入し、省エネルギー、
地球環境保全に努めている。 

  環境対策・省エネルギー化に関する
規程 

Ⅲ

ーC 

技
術
的
資
源
を
は
じ
め
と
す
る
そ
の
他
の
教
育
資
源 

Ⅲ

ーC

ー1  

技
術
的
資
源
の
整
備 

(1)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて技術サービ
ス、専門的な支援、
施設設備の向上・
充実を図ってい
る。 

○ 教育課程に基づいた環境整備をしてい
る。また定期的に情報基盤センターによ
る、ハード・ソフトウェアの向上、充実
のための各種整備を行っている。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(2)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて情報技術の向
上に関するトレー
ニングを学生及び
教職員に提供して
いる。 

○ シラバスにおける情報関連科目の学習
内容に適した、各種アプリケーション
や、ICT 利用教育に供する情報環境の提
供を実施している。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則、関係科目シラバス 

(3)技術的資源と
設備の両面におい
て計画的に維持、
整備し、適切な状
態を保持してい
る。 

○ ICT を利活用する教育環境において、ネ
ットワーク、ハードウェア、ソフトウェ
アに対する、質保証やセキュリティ確保
などに基づき、定期保守を実施しなが
ら、環境保持を展開している。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(4)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて技術的資源の
分配を常に見直
し、活用している。 

○ 毎年、翌年度の業務計画策定時に技術資
源の分配の見直し等を電算機センター
で実施している。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(5)教職員が学科・
専攻課程の教育課
程編成・実施の方
針に基づいて授業
や学校運営に活用
できるよう、学内
のコンピューター
整備を行ってい
る。 

○ 教職員に個人用 PC（１人１台）を整備し
ている。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(6)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて、学生の学習
支援のために必要
な学内 LAN を整備
している。 

○ ギガビット高速基幹LAN及び支線LANを
整備している。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(7)教員は、新しい
情報技術などを活
用して、効果的な
授業を行ってい
る。 

○ ネットワーク及びプレゼンテーション
ツール等を活用し効果的授業を展開し
ている。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

(8)学科・専攻課程
の教育課程編成・
実施の方針に基づ
いて授業を行うコ
ンピューター教
室、マルチメディ
ア教室、CALL 教室
等の特別教室を整
備している。 

○ コンピューター実習室（50 台×２室）及
び情報プラザ Seeds を整備している。 

  情報基盤センター規程、コンピュー
ター等利用規則 

Ⅲ

ーD 

財
的
資
源 

Ⅲ

ーD

ー1  

財
的
資
源
の
適
切
な
管
理 

(1)計算書類等に
基づき、財的資源
を把握し、分析し
ている。 

○ 学校法人会計基準に基づき、計算書類等
により在的資源を把握し、分析してい
る。 

  財産目録等 

① 資金収支及び
事業活動収支は、
過去３年間にわた
り均衡している。 

○ 法人においては過去３年間帰属収支差
額は計画的な教育投資の増加により、支
出超過で推移している。資金関係では次
年度繰越支払資金も増加傾向にある。 

  事業報告書、部門別消費収支計算書
比率表 

② 事業活動収支
の収入超過又は支
出超過の状況につ
いて、その理由を
把握している。 

○ 法人全体の帰属収支差額は支出超過で
推移しているが、併設大学における新学
部の設置（設置経費）や、教育設備投資
に係る費用（基本金組入れ）及び減価償
却額が多く発生しているためと理解し
ている。 

  事業報告書 
部門別消費収支計算書比率表 

③ 貸借対照表の
状況が健全に推移
している。 

○ 積極的な設備投資により固定資産を取
得したため、流動比率が低めである。 

  貸借対照表比率表 

④ 短期大学の財
政と学校法人全体
の財政の関係を把
握している。 

○ 短期大学の帰属収支差額は、収入超過で
推移している。 
、短大の法人全体に占める財政の割合
は、帰属収入も消費支出ともに約 10％
である。 

  事業報告書、部門別消費収支計算書
比率表 

⑤ 短期大学の存
続を可能とする財
政を維持してい
る。 

○ 短期大学における過去３年間の帰属収
支差額は、収入超過となっており、安定
的に短期大学の存続を可能とする財政
状況である。なお、大規模な設備投資は、

  事業報告書、部門別消費収支計算書
比率表 
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法人全体で負担し、それ以外の経費につ
いては、予算編成時から執行時及び執行
後の評価まで細部にわたって管理して
いる。 

⑥ 退職給与引当
金等を目的どおり
に引き当ててい
る。 

○ 退職給与引当金の計上等に係る会計処
理は従来から「退職給与引当金の計上等
に係る会計方針の統一について（通知）
（22 高私参第 11 号）」のとおり統一し
て処理を行っている。退職給与引当金は
目的どおり引き当てられている。 

  事業報告書、部門別消費収支計算書
比率表 

⑦ 資産運用規程
を整備するなど、
資産運用が適切で
ある。 

○ 山梨学院資金運用規程にしたがい、堅実
な運用しを行なっている。具体的には、
日本国債を中心とした適正運用を行っ
ている。 

  山梨学院資金運用規程 

⑧ 教育研究経費
は経常収入の 20％
程度を超えてい
る。 

○ 短期大学における過去３年間の教育研
究比率は、40%前後の数値で推移してい
る。 

  事業報告書 
部門別消費収支計算書比率表 

⑨ 教育研究用の
施設設備及び学習
資源(図書等)につ
いての資金配分が
適切である。 

○ 毎年度事業計画に基づき予算編成が行
われており、学習資源への資金配分は適
性に実施している。 

  事業計画書、事業報告書、部門別消費
収支計算書比率表 

⑩ 公認会計士の
監査意見への対応
は適切である。 

○ 公認会計士からの監査意見については
理事長以下適切に対応している。 

  監査報告書 

⑪ 寄付金の募集
及び学校債の発行
は適正である。 

○ 短期大学において寄付金の募集はして
いない。 
学校債は発行していない。 

  
 

⑫ 入学定員充足
率、収容定員充足
率が妥当な水準で
ある。 

○ 一部の学科、専攻科に定員の未充足はあ
るものの、文部科学省、厚労省の指導を
遵守した入試選抜を行った結果であり、
入学定員充足率及び収容定員充足率は
妥当な水準を維持している。 

  学校基本調査 

⑬ 収容定員充足
率に相応した財務
体質を維持してい
る。 

○ 法人全体の財務体質は、主に併設大学へ
の施設・設備充実のための投資により支
出超過であるものの、定員充足率に相応
した財務体質を維持している。 
短期大学にあっては、収入超過となって
おり、安定的な財務体質が維持されてい
る。 

  事業報告書、部門別消費収支計算書
比率表 

(2)財的資源を毎
年度適切に管理し
ている。 

○ 学校法人会計基準に基づき、在的資源を
適切に管理している。 

  財産目録等 

① 学校法人及び
短期大学は、中・長
期計画に基づいた
毎年度の事業計画
と予算を、関係部
門の意向を集約
し、適切な時期に
決定している。 

○ 関係部門作成の事業計画に基づき、適正
な予算編成及び理事会の決定がなされ
ている（予算編成 10 月、決定翌年３月
理事会）。 

  事業計画書、予算編成会議資料 

② 決定した事業
計画と予算を速や
かに関係部門に指
示している。 

○ 理事会の予算承認後、予算示達会議にお
いて各予算管理部門に予算を示達して
いる。 

  予算決定通知書 

③ 年度予算を適
正に執行してい
る。 

○ 予算単位部門の所属長責任において、適
正に予算執行を行っている。 

  各所属での予算管理書類 

④ 日常的な出納
業務を円滑に実施
し、経理責任者を
経て理事長に報告
している。 

○ 日常的出納業務は円滑に実施しており、
法人本部財務部長及び会計課長による
理事長報告も必要時に行っている。 

  
 

⑤ 資産及び資金
(有価証券を含む)
の管理と運用は、
資産等の管理台
帳、資金出納簿等
に適切な会計処理
に基づいて記録
し、安全かつ適正
に管理している。 

○ 資産及び資金管理関係の書類は学校法
人会計基準に則り、適切に管理してい
る。 

  会計規程、計算書類等 

⑥ 月次試算表を
毎月適時に作成
し、経理責任者を
経て理事長に報告
している。 

○ 毎月、財務部の経理責任者が理事長への
報告を行っている。 

  収支状況報告書 

Ⅲ

ーD

ー2  

財
政
上
の
安
定
を
確
保
す
る
計
画
の
策
定
・
管
理 

(1)短期大学の将
来像が明確になっ
ている。 

○ 中期計画を策定し短期大学の将来像の
明確化が図られている。 

  中期計画書（事業計画） 

(2)短期大学の強
み・弱みなどの客
観的な環境分析を
行っている。 

○ 志願者の動向や就職先の動向について、
各種統計資料を用いながら適宜分析し
ている。今年度は両科で SWOT 分析を行
い、強み・弱みについて分析した。 

  山梨県各種統計資料 

(3)経営実態、財政
状況に基づいて、
経営(改善)計画を
策定している。 
① 学生募集対策
と学納金計画が明
確である。 
② 人事計画が適
切である。 
③ 施設設備の将
来計画が明瞭であ
る。 
④ 外部資金の獲
得、遊休資産の処
分等の計画を持っ
ている。 

○ 理事会や法人本部総務部、財務部等にお
いて適正に行われている。 

  理事会議事録、法人運営方針、予算決
算書 

(4)短期大学全体
及び学科・専攻課
程ごとに適切な定
員管理とそれに見
合う経費（人件費、
施設設備費）のバ
ランスがとれてい
る。 

○ 教授会において適切な定員管理が行わ
れている。また、法人本部において適切
な経費の管理が行われている。 
短期大学にあっては、収入超過となって
おり、安定的な財務体質が維持されてい
る。 

  理事会議事録、予算決算書、教授会議
事録 

(5)学内に対する
経営情報の公開と
危機意識の共有が
できている。 

○ 経営情報についてはウェブサイト上で
公開されている。また、次年度予算編成
会議や辞令交付式など、年間を通じてさ
まざまな機会に教職員に対して周知徹
底している。 

  事業報告書（ウェブサイト公開） 
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Ⅳ
 

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
ガ
バ
ナ
ン
ス 

Ⅳ

ーA 

理
事
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ 

Ⅳ

ーA

ー1  

理
事
会
等
の
学
校
法
人
の
管
理
運
営
体
制
の
確
立 

(1)理事長は、学校
法人の運営全般に
リーダーシップを
適切に発揮してい
る。 
① 理事長は、建学
の精神・教育理念、
教育目的・目標を
理解し、学校法人
の発展に寄与でき
る者である。 
② 理事長は、学校
法人を代表し、そ
の業務を総理して
いる。 
③ 理事長は、毎会
計年度終了後 2 月
以内に、監事の監
査を受け理事会の
議決を経た決算及
び事業の実績(財
産目録、貸借対照
表、収支計算書及
び事業報告書)を
評議員会に報告
し、その意見を求
めている。 

○ 理事長は、私立学校法に基づき、学校法
人全体を総理し、学校法人の運営にリー
ダーシップを発揮している。 

  寄附行為、理事会議事録 

(2)理事長は、寄附
行為の規定に基づ
いて理事会を開催
し、学校法人の意
思決定機関として
適切に運営してい
る。 
① 理事会は、学校
法人の業務を決
し、理事の職務の
執行を監督してい
る。 
② 理事会は、理事
長が招集し、議長
を務めている。 
③ 理事会は、認証
評価に対する役割
を果たし責任を負
っている。 
④ 理事会は、短期
大学の発展のため
に、学内外の必要
な情報を収集して
いる。 
⑤ 理事会は、短期
大学の運営に関す
る法的な責任があ
ることを認識して
いる。 
⑥ 理事会は、学校
法人運営及び短期
大学運営に必要な
規程を整備してい
る。 

○ 理事会は、私立学校法及び寄附行為に基
づき、最高意思決定機関として機能して
いる。 

  寄附行為、理事会議事録 

(3)理事は、法令及
び寄附行為に基づ
き適切に構成され
ている。 
① 理事は、学校法
人の建学の精神を
理解し、その法人
の健全な経営につ
いて学識及び識見
を有している。 
② 理事は、私立学
校法の役員の選任
の規定に基づき選
任されている。 
③ 寄附行為に学
校教育法校長及び
教員の欠格事由の
規定を準用してい
る。 

○ 理事は、私立学校法及び寄附行為に基づ
き、適切に構成されている。 

  寄附行為、役員名簿 

Ⅳ

ーB  

学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ 

Ⅳ

ーB

ー1 

学
習
成
果
を
獲
得
す
る
た
め
の
、
教
授
会
等
の
短
期
大
学
の
教
学
運
営
体
制
の
確
立 

(1)学長は、短期大
学の運営全般にリ
ーダーシップを発
揮している。 
① 学長は、教学運
営の最高責任者と
して、その権限と
責任において、教
授会の意見を参酌
して最終的な判断
を行っている。 
② 学長は、人格が
高潔で、学識が優
れ、かつ、大学運営
に関し識見を有し
ている。 
③ 学長は、建学の
精神に基づく教育
研究を推進し、短
期大学の向上・充
実に向けて努力し
ている。 
④ 学長は、学生に
対する懲戒(退学、
停学及び訓告の処
分)の手続を定め
ている。 
⑤ 学長は、校務を
つかさどり、所属
職員を統督してい
る。 
⑥ 学長は、学長選
考規程等に基づき
選任され、教学運
営の職務遂行に努

○ 学長は、短期大学の運営全般についてリ
ーダーシップを発揮している。 

  履歴書・教育研究業績書、学則、学長
候補者選考規程 
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めている。 
(2)学長等は、教授
会を学則等の規定
に基づいて開催
し、短期大学の教
育研究上の審議機
関として適切に運
営している。 
① 教授会を審議
機関として適切に
運営している。 
② 学長は、教授会
が意見を述べる事
項を教授会に周知
している。 
③ 学長は、学生の
入学、卒業、課程の
修了、学位の授与
及び自ら必要と定
めた教育研究に関
する重要事項につ
いて教授会の意見
を聴取した上で決
定している。 
④ 学長等は、教授
会規程等に基づき
教授会を開催し、
併設大学と合同で
審議する事項があ
る場合には、その
規程を有してい
る。 
⑤ 教授会の議事
録を整備してい
る。 
⑥ 教授会は、学習
成果及び三つの方
針に対する認識を
共有している。 
⑦ 学長又は教授
会の下に教育上の
委員会等を規程等
に基づいて設置し
適切に運営してい
る。 
 

○ 学長は、教授会を規程に基づき定期的に
開催しており、教育・研究及び短期大学
運営における審議機関として適正に運
営している。 

  教授会規程、組織及び分掌に関する
規程、各種委員会規程 

Ⅳ

ーC 

 

ガ
バ
ナ
ン
ス 

Ⅳ

ーC

ー1  

監
事
の
適
切
な
業
務 

(1)監事は、学校法
人の業務及び財産
の状況について適
宜監査している。 

○ 監事は、私立学校法及び寄附行為に基づ
き。監査結果の報告書を提出している。 

  寄附行為、監査報告書 

(2)監事は、学校法
人の業務又は財産
の状況について、
理事会及び評議員
会に出席して意見
を述べている。 

○ 監事は理事会に出席し、業務及び予算、
財産に関する意見陳述を行っている。 

  寄附行為、理事会議事録 

(3)監事は、学校法
人の業務又は財産
の状況について、
毎会計年度、監査
報告書を作成し、
当該会計年度終了
後 2 月以内に理事
会及び評議員会に
提出している。 

○ 毎会計年度、監査報告書作成と、理事会
及び評議員会への提出が行われている。 

  寄附行為、監査報告書、理事会議事
録、評議員会議事録 

Ⅳ

ーC

ー2  
評
議
員
会
の
適
切
な
運

営 (1)評議員会は、理
事の定数の 2 倍を
超える数の評議員
をもって、組織し
ている。 

○ 理事定数は 7 名、評議員定数は 15 名で
あり、理事定数の 2 倍を超えた評議員数
となっている。 

  寄附行為、役員名簿、評議員名簿 

(2)評議員会は、私
立学校法の評議員
会の規定に従い、
運営している。 

○ 私立学校法第 42 条の規定に則り、理事
会の審議事項については評議員会の審
議を経た上で理事会に諮っている。 

  寄附行為 、理事会議事録、評議員会
議事録 

Ⅳ

ーC

ー3  

説
明
責
任 

(1)学校教育法施
行規則の規定に基
づき、教育情報を
公表している。 

○ 学校教育法施行規則を含めた関係法令
に基づき、学生の修学及び学習の状況
（三つの方針及びアセスメント・ポリシ
ー、並びに教育諸条件に関する情報を含
む）、教職課程等の運営状況、教育研究
組織の基礎的な情報、自己点検・評価及
び認証評価に関する情報、、公的研究費
の管理・監査及び学術研究倫理に関する
情報等を公表している。 

  ウェブサイト（情報の公表） 

(2)私立学校法の
規定に基づき、財
務情報を公開して
いる。 

○ 私立学校法に基づき、事業計画・報告を
含め、財務状況を公表している。 

  山梨学院ウェブサイト（財務状況等
の公表） 

本
学
独
自 

自
立
支
援 

(1)自立支援対象
生徒への入学前支
援 

○ オープンキャンパスや面談を通じて、自
立支援入試による入学希望者へ詳しい
説明を行うとともに、県内外の児童養護
施設への情報提供を行い、学習のための
問題集の貸与を行っている。本学主催の
自立へ向けた食育教室に入学希望者が
参加する機会を設けている。（平成 31 年
度入学生なし） 
 

今後も、施設実習や
施設退所者調査等、
児童養護施設職員
と 本 学 教 員 と の
様々な協議の場を
活用して、本学自立
支援制度に関する
問い合わせへの対
応等、連携の充実を
図っていく。 
児童養護施設に限
らず里親等を本制
度の対象に含んだ
規程の改正へ向け
た検討を開始する。 

H19GP 申請書、GP 紹介パンフ、「長期
的自立支援に関する規程」、自立支援
対象者状況一覧、長期的自立支援制
度の利用についてのプリント、自立
支援委員会議事録 

(2)自立支援学生
への在学中支援 

○ 規程に基づき経済支援を行った。自立支
援委員を中心に、対象学生の所属する学
科の教員や出身施設職員との連携を図
りつつ、修学・心理・生活支援を行った。
対象学生は良好な学生生活を送ってい
る。 

今後も継続的に出
身施設職員との連
携による支援の充
実を図るとともに、
対象学生が学生生
活を全うできるよ
う、入学希望者およ
び出身施設職員に
対して、本制度への
理解や進路に関す
る相互理解に必要
な働きかけを入学
前も含め行ってい

H19GP 申請書、GP 紹介パンフ、「長期
的自立支援に関する規程」、自立支援
対象者状況一覧、自立支援委員会議
事録 
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く。 
(3)自立支援学生
への卒業後支援 

○ 委員から担当する卒業生に連絡を入れ
るという体制を継続実施し、近況を委員
間で共有している。卒業生の方からも、
状況に応じて自立支援委員をはじめ本
学教職員に相談のための連絡があり、そ
の都度丁寧に対応している。 

卒業生とのつなが
りの維持について、
対象学生の卒業時
に卒業後支援とし
て自立支援担当教
職員よりアクセス
があることを予め
伝えておく。 
卒業生の出身施設
を介しての近況把
握に努める。 
卒業生からの相談
には、今後も丁寧に
対応するとともに、
卒業後も安心して
相談できる関係を
在学中より構築し
ていく。 

H19GP 申請書、GP 紹介パンフ、「長期
的自立支援に関する規程」、自立支援
対象者状況一覧、自立支援委員会議
事録 
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５．平成 30 年度学習成果 

◆GPAによるディプロマ・ポリシーの達成度（平成 30年度） 

GPA:A○=4点 A=3点  B=2点  C=1点  D or(-)=0点 の合計を総履修単位数で割った数値  

【栄養士コース】 

ディプロマ･ポリシー 
GPA 

平成30年度 平成29年度 平成28年度 

総
合
的
人
間
力 

1N 

教養科目、外国語、学際科目での学習を通じ

て、日本文化の理解を深め、地球的視点から

多面的に物事を考えることができる 

2.52 2.45 2.51 

2N 

基礎演習、社会人基礎力育成講座、学生サー

クル活動等を通じて、豊かな人間性の基礎

的資質を獲得している 

2.93 2.99 2.44 

3N 

芸術科目、体育等の学習を通じて、豊かな感

性と健康な心身の基礎的資質を獲得してい

る 

2.53 2.91 2.88 

4N 
コンピューターをつかって、言語的、数量的

な処理ができる 
2.28 1.89 1.90 

専
門
的
知
識 

5N 
社会生活と健康との関わりや公衆衛生学に

関する基礎的な知識を有している 
2.25 2.20 2.14 

6N 
人体の構造と機能に関する基本的な知識と

技術を習得している 
2.27 2.50 2.59 

7N 
食品と衛生に関する基本的な知識と技術を

修得している 
2.48 2.66 2.70 

8N 
ライフステージと疾患に対応した栄養管理

ができる 
2.45 2.56 2.46 

9N 
栄養や健康の基本的な指導を行うことがで

きる 
2.11 2.14 2.27 

専
門
的
実
践
力 

10N 
給食の運営、調理に関する基礎的な知識や

技術を習得している 
2.56 2.43 2.44 

11N 

実習および事前事後の指導を通じて、栄養

士業務の実際を体験的に学び、栄養士とし

ての実践力を身につけている 

2.69 2.65 2.58 

12N 

食生活や健康の問題について考え、口頭ま

たは文章によって論理的に表現することが

できる 

2.79 2.71 2.89 
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【パティシエコース】 

ディプロマ･ポリシー 
GPA 

平成30年度 平成29年度 平成28年度 

総
合
的
人
間
力 

1P 

教養科目、外国語、学際科目での学習を通じ

て、日本文化の理解を深め、地球的視点から

多面的に物事を考えることができる 

2.75 2.55 2.46 

2P 

基礎演習、社会人基礎力育成講座、学生サー

クル活動等を通じて、豊かな人間性の基礎

的資質を獲得している 

2.99 2.99 2.77 

3P 

芸術科目、体育等の学習を通じて、豊かな感

性と健康な心身の基礎的資質を獲得してい

る 

0 0 3.00 

4P 
コンピューターをつかって、言語的、数量的

な処理ができる 
2.55 1.81 1.61 

専
門
的
知
識 

5P 
衛生法規および公衆衛生学に関する基本的

な知識を有している 
2.51 2.55 2.51 

6P 
食品衛生学に関する基本的な知識と技術を

習得している 
2.64 2.47 2.51 

7P 食品学に関する基本的な知識を有している 2.43 2.53 2.33 

8P 栄養学に関する基本的な知識を有している 2.29 2.47 2.26 

9P 
経済・経営に関する基本的な知識を有して

いる 
3.13 2.97 3.23 

専
門
的
実
践
力 

10P 
製菓・製パンの理論に関する基本的な知識

を有している 
3.01 2.73 2.61 

11P 

製菓・製パンの実習を通して技術を習得し、

製菓衛生師としての実践力を身につけてい

る 

3.04 2.93 2.55 

12P 

食生活や健康の問題について考え、口頭ま

たは文章によって論理的に表現することが

できる 

2.99 2.96 2.84 
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【保育科】 

ディプロマ･ポリシー 
GPA 

平成30年度 平成29年度 平成28年度 

総
合
的
人
間
力 

1C 

教養科目、外国語、学際科目での学習を通

じて、日本文化の理解を深め、地球的視点

から多面的に物事を考えることができる 

2.57 2.53 2.61 

2C 

基礎演習、社会人基礎力育成講座、学生サ

ークル活動等を通じて、豊かな人間性の基

礎的資質を獲得している 

2.94 2.97 2.33 

3C 

芸術科目、体育等の学習を通じて、豊かな

感性と健康な心身の基礎的資質を獲得して

いる 

3.04 2.95 2.96 

4C 
コンピューターをつかって、言語的、数量

的な処理ができる 
2.16 2.51 2.19 

専
門
的
知
識 

5C 

教育や福祉の理念や意義について理解し、

教諭や保育士としての社会的使命と責任を

自覚している 

3.03 2.44 2.38 

6C 
教育や福祉の思想、歴史、制度、および幼児

や児童の発達特性を理解する 
2.59 2.57 2.60 

7C 
幼児や児童の発達の理解に立って、基本的

な計画や環境設定ができる 
2.41 2.42 2.12 

8C 
教育や保育の指導法を理解し、基本的な指

導・援助を行うことができる 
2.67 2.73 2.77 

9C 
教育や福祉の相談や援助の方法についての

知識を有している 
2.39 2.58 2.79 

10C 
教科や基礎技能に関する基本的な知識や技

能を習得している 
2.66 2.63 254 

専
門
的
実
践
力 

11C 

実習および事前事後の指導を通じて、現場

における指導援助全般を実践的に体得し、

現場での適切な指導援助を行うことができ

る 

2.48 1.92 2.18 

12C 

教育や福祉の問題について考え、口頭また

は文章によって論理的に表現することがで

きる 

3.00 2.97 2.99 
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【専攻科保育専攻】 

ディプロマ･ポリシー 
GPA 

平成30年度 平成29年度 平成28年度 

4A 
コンピューターをつかって、言語的、数量的な

処理ができる 
3.00 3.00 2.94 

5A 
教育と福祉との総合的・有機的連携について

理解している 
2.58 3.00 2.94 

6A 
教育や福祉の思想、歴史、制度、および幼児や児

童の発達特性に関わる発展的な知識を有している 
2.90 2.87 5.67 

7A 
幼児や児童の発達の理解に立って、柔軟に計画や

環境設定ができる 
3.06 2.97 3.06 

8A 
教育や保育の指導法に関わる発展的な知識を有

し、柔軟に指導・援助を行うことができる 
3.06 3.00 3.05 

9A 
教育や福祉の相談や援助の方法についての発展的

な知識を有している 
3.07 2.96 3.07 

10A 教科に関する発展的な知識や技能を習得している 2.55 3.02 3.02 

11A 

現場研修および実習を通じて現場の運営管理を理

解し、使命感を持って適切な指導援助を行うこと

ができる 

2.10 1.95 2.28 

12A 
教育や福祉の問題を探求するための研究方法を習

得し、論文として表現することができる 
3.05 3.03 3.08 

 

 

 今年度の学生の学習成果について、GPＡによるディプロマ・ポリシー（DP）の達成度は、食物

栄養科（栄養士コース・パティシエコース）、保育科、専攻科保育専攻、いずれも全体的に高い数

値を維持することができた。コンピューターに関わる力についてはこれまで GPA が低く推移して

いたが、今年度は昨年度よりも、特に食物栄養科において、数値が高くなっている。今後もさら

なる授業の工夫をしていきたい。パティシエコースの DP3 について GPA が 0 となっている。次

年度は教育課程の改訂を行い、改善する。 

 平成 28 年度より開始された「PROPERTIES」事業として、各科 12 のディプロマ・ポリシ

ーを「専門的知識」「専門的実践力」「総合的人間力」の３つの要素に概念化し、学内評価・学外評

価の両輪で評価する取組を開始した。平成 30 年度の 3 つの要素の学修成果（学内評価・学外評

価）は次ページの表のとおりである。いずれの要素においても、学内評価・学外評価ともに十分

に高く、2 年間の学修成果が確認できた。 
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食物栄養科 栄養士コース 

 学内評価 

（ＧＰＡ） 
学外評価 

専門的知識 2.35 「栄養士実力認定試験」A 評価 35% B 評価 50% C 評価 15% 

専門的実践力 2.74 「専門的実践力外部試験」A 評価 95％ 平均点 88.9 点（満点

100 点） 

総合的人間力 2.57 一人当たりの 2 年間のボランティア活動 平均 45.6 時間（4.3

件） 

 

食物栄養科 パティシエコース 

 学内評価 

（ＧＰＡ） 
学外評価 

専門的知識 2.67 「製菓衛生師国家試験」合格率 94.1％ 

専門的実践力 3.02 「専門的実践力外部試験」A 評価 100％ 平均点 97.5 点（満点

100 点） 

総合的人間力 2.07 一人当たりの 2 年間のボランティア活動 平均 23.0 時間（4.4

件） 

 

保育科 

 学内評価 

（ＧＰＡ） 
学外評価 

専門的知識 2.63 
「専門的知識外部試験」（全国保育士養成協議会「保育士試験」に準拠した試験） 

合格率 90.4％ 

専門的実践力 2.74 「専門的実践力外部試験」A 評価 28％ 平均点 21.8 点（満点 30

点） 

総合的人間力 2.68 一人当たりの 2 年間のボランティア活動 平均 23.5 時間（4.6 件） 
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◆各学科の免許・資格取得の状況 

（合格率は受験者数を、取得率は該当する学科の在籍者数を分母とする） 

 

【食物栄養科】 

【保育科】 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 

種別 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 

保育士資格 150 名  97% 159 名  96% 169  97％ 165 名  98％ 

幼稚園教諭二種免許状 151 名  97% 159 名  96% 172  99％ 163 名  96％ 

小学校教諭二種免許状 7 名  5% 6 名  4% 16  9％ 22 名  13％ 

児童厚生員資格（二級）       2  1％ 2 名  1％ 

ピアヘルパー 16 名 94% 10% 30 名 91% 18% 21 84% 12% 33 名 77％ 20％ 

認定ベビーシッター 101 名  65% 82 名  49%       

【専攻科保育専攻】 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 

種別 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 

幼稚園教諭一種免許状 19 名  100% 18 名  100% 18 名  100％ 9 名  100％ 

小学校教諭一種免許状 13 名  68% 7 名  39% 18 名  100％ 7 名  78％ 

【共通】 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 

種別 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 

エアロビック技能検定

（レベル４・３） 
34 名 100% 7% 27 名 93% 5% 22 名 96％ 4% 27 名 96％ 8％ 

キッズ・ジュニアエア

ロビック指導員 
22 名 100% 5% 15 名 100% 3% 19 名 100％ 3% 24 名 96％ 7％ 

             

※ 総学生数については、2 年生は卒業判定時数、1 年生は進級判定時数とする。 

 

 資格取得率は、栄養士資格の取得率は 97%、製菓衛生師免許証の取得率は 89％、保育士資格の

取得率は 97%、幼稚園教諭二種免許状の取得率は 97％であった。小学校教諭二種免許状の取得率

は 5%であった。 

 

◆入学時意識調査および卒業時満足度調査 

本学では、新入学生に対して、専門基礎リテラシーに関する自己認識を問う「入学時意識調

査」を行っている。また卒業予定者に対して、本学での学生生活を経て獲得した力および全

体的な満足度に関する自己認識を問う「卒業時満足度調査」も行っている。平成 30 年度卒業

生の結果は以下のとおりである。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 

種別 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 取得者数 合格率 取得率 

栄養士資格 59 名  97% 80 名  95% 83 名  98% 73 名  96％ 

製菓衛生師免許証 17 名 94% 89% 16 名 94% 84% 26 名 93% 84% 21 名 91％ 78％ 

中学校教諭二種免許状

（家庭） 
         0 名   

レストランサービス 

技能検定 
8 名 100% 10% 11 名 100% 11% 5 名 56％ 5％ 5 名 56％ 5％ 

スイーツマイスター 23 名 100% 29% 25 名 100% 24% 30 名 100％ 22％ 30 名 100％ 22％ 

サプリメントアドバイザー

資格 
         1 名 33％ 1％ 
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 (1)食物栄養科 

 

 

1 学習計画を立てる習慣

2 主体的に学習をすすめること

3 自ら考えて行動すること

4 時間の管理をうまく行うこと

5 勉強のやり方を理解すること

6
自分の考えを文章であらわすこ
と

7 人前で発表できるようになること

8 物事について深く考えること

9 一般常識

10 専門知識・技術

10
人と知り合ったり、知っている人
との関係を深めること

12
人との付き合い方を身につける
こと

13 地域の事に関心を持つこと

14
何らかの方法で地域に貢献して
いきたいという思い

15
地域や地域の人たちについて理
解を深めること

16
自分の将来に関する自信や期
待

17
将来の仕事の中で何らかの役
に立とうという気持ち

18 責任感

19 社会に対する視野の広がり

20
自分が学ぶことがらの社会的な
意義について理解すること

図1-1　　2017(平成29)年度　入学時意識調査結果（食物栄養科）[N=85]
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1 学習計画を立てる習慣

2 主体的に学習をすすめること

3 自ら考えて行動すること

4 時間の管理をうまく行うこと

5 勉強のやり方を理解すること

6
自分の考えを文章であらわすこ
と

7 人前で発表できるようになること

8 物事について深く考えること

9 一般常識

10 専門知識・技術

11
人と知り合ったり、知っている人
との関係を深めること

12
人との付き合い方を身につける
こと

13 地域の事に関心を持つこと

14
何らかの方法で地域に貢献して
いきたいという思い

15
地域や地域の人たちについて理
解を深めること

16
自分の将来に関する自信や期
待

17
将来の仕事の中で何らかの役
に立とうという気持ち

18 責任感

19 社会に対する視野の広がり

20
自分が学んだ専門分野のもつ社
会的な意義についての理解

21

山梨学院短期大学での学生生
活は、全体を通じて満足のいくも
のでしたか。

図1-2　　2018(平成30)年度　卒業時満足度調査結果（食物栄養科） [N=79]
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(2)保育科 

 

 

1 学習計画を立てる習慣

2 主体的に学習をすすめること

3 自ら考えて行動すること

4 時間の管理をうまく行うこと

5 勉強のやり方を理解すること

6
自分の考えを文章であらわすこ
と

7 人前で発表できるようになること

8 物事について深く考えること

9 一般常識

10 専門知識・技術

10
人と知り合ったり、知っている人
との関係を深めること

12
人との付き合い方を身につける
こと

13 地域の事に関心を持つこと

14
何らかの方法で地域に貢献して
いきたいという思い

15
地域や地域の人たちについて理
解を深めること

16
自分の将来に関する自信や期
待

17
将来の仕事の中で何らかの役
に立とうという気持ち

18 責任感

19 社会に対する視野の広がり

20
自分が学ぶことがらの社会的な
意義について理解すること

図2-1　　2017(平成29)年度　入学時意識調査結果（保育科）[N=159]
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1 学習計画を立てる習慣

2 主体的に学習をすすめること

3 自ら考えて行動すること

4 時間の管理をうまく行うこと

5 勉強のやり方を理解すること

6
自分の考えを文章であらわすこ
と

7 人前で発表できるようになること

8 物事について深く考えること

9 一般常識

10 専門知識・技術

11
人と知り合ったり、知っている人
との関係を深めること

12
人との付き合い方を身につける
こと

13 地域の事に関心を持つこと

14
何らかの方法で地域に貢献して
いきたいという思い

15
地域や地域の人たちについて理
解を深めること

16
自分の将来に関する自信や期
待

17
将来の仕事の中で何らかの役
に立とうという気持ち

18 責任感

19 社会に対する視野の広がり

20
自分が学んだ専門分野のもつ社
会的な意義についての理解

21

山梨学院短期大学での学生生
活は、全体を通じて満足のいくも
のでしたか。

図2-2　　2018(平成30)年度　卒業時満足度調査結果（保育科） [N=154]
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 (3)本科全体 

 

 

1 学習計画を立てる習慣

2 主体的に学習をすすめること

3 自ら考えて行動すること

4 時間の管理をうまく行うこと

5 勉強のやり方を理解すること

6
自分の考えを文章であらわすこ
と

7 人前で発表できるようになること

8 物事について深く考えること

9 一般常識

10 専門知識・技術

10
人と知り合ったり、知っている人
との関係を深めること

12
人との付き合い方を身につける
こと

13 地域の事に関心を持つこと

14
何らかの方法で地域に貢献して
いきたいという思い

15
地域や地域の人たちについて理
解を深めること

16
自分の将来に関する自信や期
待

17
将来の仕事の中で何らかの役
に立とうという気持ち

18 責任感

19 社会に対する視野の広がり

20
自分が学ぶことがらの社会的な
意義について理解すること

図3-1　　2017(平成29)年度　入学時意識調査結果（本科全体）[N=244]
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1 学習計画を立てる習慣

2 主体的に学習をすすめること

3 自ら考えて行動すること

4 時間の管理をうまく行うこと

5 勉強のやり方を理解すること

6
自分の考えを文章であらわすこ
と

7 人前で発表できるようになること

8 物事について深く考えること

9 一般常識

10 専門知識・技術

11
人と知り合ったり、知っている人
との関係を深めること

12
人との付き合い方を身につける
こと

13 地域の事に関心を持つこと

14
何らかの方法で地域に貢献して
いきたいという思い

15
地域や地域の人たちについて理
解を深めること

16
自分の将来に関する自信や期
待

17
将来の仕事の中で何らかの役
に立とうという気持ち

18 責任感

19 社会に対する視野の広がり

20
自分が学んだ専門分野のもつ社
会的な意義についての理解

21

山梨学院短期大学での学生生
活は、全体を通じて満足のいくも
のでしたか。

図3-2　　2018(平成30)年度　卒業時満足度調査結果（本科全体） [N=233]
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 入学時意識調査および卒業時満足度調査の結果については、全体を通じて、20 項目中 19

項目について、入学時と比べて卒業時に「獲得できた」「やや獲得できた」学生（以下、「獲得

群」）の割合が増加した。特に「専門知識や技術」の修得 62 ポイント（以下「Pt.」）をはじ

め、30Pt.を超える増加がみられたのは「社会に対する視野(37Pt.)」「人前での発表(36Pt.)」

「勉強のしかた(35Pt.)」「主体的学習(33Pt.)」「専門分野の社会的意義(32Pt.)」であった。他

方、卒業時のみを見た場合、昨年度は獲得群の割合が 5 割強と比較的少なかった「地域への

関心(本年度 67Pt.)」「地域と人への理解(同 67Pt.)」を含め、全ての項目において獲得群の割

合が 6 割を超え、平成 28 年度から開始された「PROPERTIES」による取組の効果が学修行

動全般において定着しつつあるものと考えられた。今後も継続的にカリキュラムの見直しを

図るとともに、入学時意識調査および卒業時満足度調査を学習成果の獲得に役立てていく。 

 

◆AP採択事業 PROPERTIES目標に対する達成度 

本学が平成 28年度に採択された「大学教育再生加速プログラム」のテーマⅤ「卒業時における

質保証の取組の強化」の補助事業における目標に対する達成度は以下のとおりである。 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

学生の授業外学修時間（週当たり） 
10 

時間 

10.13 

時間 

5 

時間 

9.7 

時間 

3 

時間 

9.8 

時間 

事業計画に参画する教員の割合 100％ 100％ 100％ 100% 100％ 100％ 

「大学教育に満足している」学生の割合 95％ 94％ 95％ 92.4％ 95％ 91.4％ 

学修支援システム利用率 100％ 100％ 100％ 100% 100％ 100％ 

GPA（短期大学平均） 2.75 2.66 2.70 2.54 2.65 2.55 

「専門的知識外部試験」受験率 100％ 100％ 100％ 100% 100％ 100％ 

「専門的実践力外部試験」受験率＊1 100％ 100％ 39％ 38% 11％ 11％ 

「ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ･ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ」活用率＊2 100％ 100％ 49％ 47% 0％ 0％ 

進路決定の割合 98％ 98.2％ 98％ 99％ 95％ 98％ 

「学修成果レーダーチャート」活用率＊3 100％ 100％ 0％ 0% 0％ 0％ 

質保証に関する FD・SD の参加率 100％ 100％ 100％ 100% 100％ 100％ 

卒業生追跡調査の実施率＊4 22％ 4％ 8％ 7％ 0％ 0％ 
 

＊1平成 28 年度は食物栄養科パティシエコースで実施し、平成 29 年度は栄養士コースも含めた食物栄養科全体で実施する。平

成 30 年度より全学で実施する。 

＊2平成 28 年度は開発の期間であった。平成 29 年度に 1年生のみに導入し、平成 30 年度より全学生に導入する。 

＊3「学修成果レーダーチャート」は平成 30 年度より全学で導入する。 

＊4「卒業生追跡調査」は、平成 29 年度には平成 28 年度のパティシエコース卒業生を対象に実施した。平成 30 年度には平成

29 年度栄養士コース卒業生を対象に実施した。 
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6. 評価と改善 

 これまで本学は「食と健康」、「教育と児童福祉」の分野で真に社会に貢献しうる専門職の養成

を目標に教育改善に努めてきた。平成 28 年度からは卒業時の質保証に関するプログラムを

「PROPERTIES」として再構築している。PROPERTIES の取組は「大学教育再生加速プログラ

ム」のテーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」の補助事業として採択された。補助期間

は平成 31（令和元）年度までである。引き続き卒業時の質保証を目指して教育改革に努めたい。 

  

 今年度行った自己点検評価の結果、下表のような課題が見えてきた。これらをふまえ、平成 31

（令和元）年度は 4 つの事業に重点的に取り組んでいきたい。 

 

本学の課題と来年度の取組案 

平成 30 年度 課題 平成 31（令和元）年度 取組案 

学修成果の学内評価結果と学外評価結果

の比較検討 

タブレットを活用した主体的な学び 

AP 採択事業「卒業時における質保証の取組の強化」

PROPERTIES の集大成 

 PROPERTIES 最終年度実施計画の履行 

 成果発表会の開催 

自治体・企業等とのさらなる連携 

社会人・卒業生対象教育プログラム 

地域連携・地域貢献の充実 

・ 連携協定に基づく各種連携事業の推進 

・ 卒業後支援の充実 

国際化への対応 

国際化への対応に向けた検討 

・ 専門職養成における国際化への対応 

・ 留学生受け入れに向けた検討 

18 歳人口減少下での安定的入学生確保 

戦略的学生募集活動の推進 

・ Face to Face を重視した募集活動 

・ 高校との連携強化 

・ 中学生に向けた広報活動 
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